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第１章 計画の基本的事項

（１）計画策定の目的・背景

近年、地球温暖化を原因とする様々な異常気象が世界中で多発しています。日本において

も、平均気温の上昇、台風の猛威化、ゲリラ豪雨や農業・水産業への影響がすでに顕在化し

ています。地球温暖化は人類共通の課題であり、世界各国が協力して対応していく必要があ

ります。

気候変動への危機感の高まりを受け、2015（H27）年に「国連気候変動枠組条約第 21 回
締約国会議（COP21）」において、新たな気候変動対策に関する法的文書として「パリ協定」
が採択されました。このパリ協定では、「世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃
より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をする」という世界共通の長期目標が掲げられてい
ます。また、国連総会では持続可能な開発目標（SDGs）を中核とする「持続可能な開発の
ための 2030 アジェンダ」が採択されました。
このような中、気候変動に関する政府間パネル（IPCC: Intergovernmental Panel on

Climate Change）1が 2018（H30）年に発表した「1.5℃特別報告書」では、パリ協定の 1.5℃
以内に抑えるという目標を達成するためには、2050年頃までに CO2の排出量を実質ゼロに

する必要がある、ということが明らかにされました。これにより、「2050年までにカーボン
ニュートラル2を達成する」という現在の全世界共通のコンセンサスが生まれました。

国内では、SDGsの考え方も活用した「第五次環境基本計画」が 2018（H30）年 4月 17
日に閣議決定され、パリ協定を踏まえた「地球温暖化対策計画」、温暖化に伴う気候変動の

適応に対応する「気候変動適応計画」や、「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」

が策定される等、新たな取組みが進められています。さらに、2020（R2）年 10月に 2050
年カーボンニュートラルが宣言され、脱炭素化に向けた取組みが加速しました。この宣言を

踏まえ、企業や自治体の野心的な挑戦をサポートするために、総額 2兆円規模のグリーン
イノベーション基金3が創設されました。

本市においても、2006（H18）年に制定された「室蘭市環境基本条例」をはじめ、環境負
荷の少ない持続可能な社会の実現に取り組んできました。2021（R3）年 3月に見直しを行
った「室蘭市環境基本計画」では、「未来につなぐ環境と産業を育てるまち むろらん」を長

期的目標とし環境施策を取り進めていくことを宣言しています。さらに、脱炭素社会の構築

に向けて、2021（R3）年 10月 25日に、2050年までに CO2排出量の実質ゼロを目指す室

蘭市「ゼロカーボンシティ」宣言を表明しました。本市では脱炭素に向けた取組みを「成長

の機会」と位置づけています。

これらの動向を踏まえて、本市全域の地球温暖化対策の更なる推進を図るため、「室蘭市

1 世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）により、国政府の気候変動に関する政策に科学的な基礎を与えること目的に設立
された政府間組織
2 温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、つまり、「排出量」と「吸収量」あるいは「除去量」を差し引きし、トータルでゼロと

すること
3 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）に造設。2050年カーボンニュートラルの実現に向け、野心的な目
標にコミットする企業等に対して、10年間、研究開発・実証から社会実装までを継続して支援する
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地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」（以下、「本計画」という）の策定を行います。本

計画では、本市の地域特性や現状を踏まえ、市全体の温室効果ガス排出量を削減するととも

に、市民・事業者・行政の主体的な取組みを総合的かつ計画的に推進することを目的として

います。

地球温暖化対策については、温室効果ガスの排出抑制を行う「緩和」と気候変動による被

害を回避・軽減する「適応」の 2つの考え方があります。「緩和」については、省エネルギ
ー化や再生可能エネルギーの導入等、温室効果ガス排出量を抑制する取組みを着実に実施

していくことが重要です。一方で、既に顕在化し始めている気候変動に伴う災害の増加や農

作物・水産物への影響等、中長期的に避けられない影響・被害を回避・軽減するための対策

が「適応」であり、適応についても理解を深め取組みを進めていくことが必要となります。

本計画では、温室効果ガス排出を抑制する「緩和策」と気候変動による被害を回避・軽減

する「適応策」を推進することによって、持続可能な脱炭素社会の構築を図っていきます。

図 1 気候変動対策における緩和策と適応策の関係

（２）計画の位置づけ

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「地球温暖化対策推進法」という）

第 21条に基づく地方公共団体実行計画（事務事業編）及び気候変動適応法第 12条に基づ
く地域気候変動適応計画として策定するものです。地球温暖化対策に関わる具体的な取組

＜緩和策の例＞
• 再生可能エネルギーの活用
• 節電・省エネルギー
• 次世代自動車の導入…等

＜適応策の例＞
• 気候変動による災害対策
• 適応力の高い農作物開発
• 水利用の工夫…等

緩和策
温室効果ガスの
排出を削減し、
気候変動を抑制

適応策
緩和策を実施しても
避けられない気候変動

による被害を
回避・軽減

温室効果ガス
の増加

化石燃料使用による
CO2の排出
など

気候要素
の変化
気温上昇、

降雨パターンの変化、
海面水位上昇など

温暖化による
影響

自然環境への影響、
人間社会への影響

など

資料：環境省・気候変動適応情報プラットフォームより本市作成

両輪
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み等を記載し、市民、事業者、行政が一体となって本計画を取り進めていく必要があります。

また、本計画は、本市におけるまちづくりの最上位の総合計画である「第 6次室蘭市総合
計画」（2020（R2）年 3月策定）で定める方針や、環境保全に関する総合計画である「室蘭
市環境基本計画」（2021（R3）年 3月策定）の長期目標を踏まえて策定しており、その他に
も、本計画に関連する本市の個別計画との整合・連携についても図っていきます。

図 2 計画の位置付け・関連計画との関係

（３）計画の期間

本計画の期間は、2023（R5）年度から 2030（R12）年度までの 8年間とします。なお、
計画期間内においても、社会情勢、技術革新、計画の進捗状況などにより必要に応じて見直

しを行うものとします。また、上位計画が策定又は改定された場合は、整合性の確保を図る

ため、必要に応じて見直しを行うものとします。

また、本計画では、国の地球温暖化対策計画に準拠し、基準年度を 2013 （H25）年度、
目標年度は室蘭市環境基本計画を踏まえ 2030（R12）年度と設定します。目標年度を一つ
のマイルストーンとし、本計画期間以降も 2050年ゼロカーボンシティの実現に向けて、継
続的に取組みを推進していきます。

なお、温室効果ガス排出量算出の際に用いたデータの関係上、2018年度を現状年度4とし

ます。

第6次室蘭市総合計画

室蘭市環境基本計画
その他個別施策
【都市計画】
• 室蘭市都市計画マスタープラン
• 室蘭市緑の基本計画
【交通・港湾】
• 室蘭市地域公共交通網形成計画
• 室蘭港港湾計画
• 室蘭港カーボンニュートラルポート形成計画
【産業】
• 室蘭グリーンエネルギータウン構想
• 室蘭市成長産業振興ビジョン
• 室蘭市観光振興計画
【教育】
• 室蘭市社会教育振興計画
【防災】
• 室蘭市地域防災計画 …等

室蘭市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

室蘭市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）
※旧称：室蘭市役所エコオフィスプラン

方針を踏まえて策定

環境に係る個別計画を策定

方針を踏まえて策定

連携

連携

方針を踏まえて策定

地球温暖化対策推進法 気候変動適応法

法律に基づき策定

【環境】

…等室蘭市一般廃棄物処理基本計画

4 温室効果ガス排出量の推計が可能な直近の年度を指す。排出量算出に用いた「算定・報告・公表制度による排出量等データ（環境

省、2022年）」に掲載されている最新データが 2018年度であり、したがって本計画書の現状年度も 2018年に設定した
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図 3 計画の目標年度と期間

（４）計画の対象範囲

本計画書の対象範囲は、本市全域とします。

（５）対象とする温室効果ガス

本計画で対象とする温室効果ガスは、「地球温暖化対策推進法」に基づき以下の 7種類と
します。また、排出量算出の際は、地球温暖化係数5を乗じることで、CO2の量に換算して

算定します。

表 1 本計画で対象とする温室効果ガス及び地球温暖化係数一覧

H25 ・・・ H30 ・・・ R4 R5 R6 R7 ・・・ R12

2013 ・・・ 2018 ・・・ 2022 2023 2024 2025 ・・・ 2030

基準
年度 ・・・ 現状

年度 ・・・ 策定
年度

対策・施策の進捗把握、
定期的に見直しの検討

目標
年度

計画期間

温室効果ガスの種類 主な排出活動 地球温暖化係数

二酸化炭素
（CO2）

エネルギー起源 家庭・事務所などでの電気・燃料消費、自動車の燃料消費、
他人から供給された電気・熱の使用など

1
非エネルギー起源 工業プロセス及び製品の使用、廃棄物の原燃料使用など

メタン（CH4） 耕作、家畜の飼養及び排せつ物管理、廃棄物の処分など 25

一酸化二窒素（N2O） 耕作、家畜の飼養及び排せつ物管理、工業プロセスなどでの
燃料消費、廃棄物の処分など 298

ハイドロフルオロカーボン類（HFCs） 家庭用エアコンや業務用冷凍空調機器の使用など 12～14,800

パーフルオロカーボン類（PFCs） 半導体・液晶の製造、洗浄剤・溶剤等の使用など 7,390～17,340

六ふっ化硫黄（SF6） 粒子加速器・電気絶縁ガス使用機器の使用、半導体・液晶
の製造、金属生産、SF6製造時の漏出など 22,800

三ふっ化窒素（NF3） 半導体・液晶の製造、NF3製造時の漏出など 17,200

資料：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（令和4年3月）」、
「温室効果ガス総排出量 算定方法ガイドライン」、「2019年度（令和元年度）温室効果ガス排出量要因分析」より本市作成

5 CO2を基準にして（1として）、ほかの温室効果ガスがどれだけ温暖化する能力があるか表した数字のこと
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第２章 地球温暖化問題の現状と動向

２－１．地球温暖化問題の現状と将来予測

（１）地球温暖化問題とは

産業革命以降、石油や石炭を含む化石燃料の使用により CO2等の温室効果ガスの排出量

が増加し、さらに森林破壊により CO2の吸収量が減少したことで、大気中の CO2濃度が高

まり、世界の平均気温の上昇につながっています。これが「地球温暖化」と呼ばれている現

象です。2021（R3）年に発表された「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」の第 6次
報告書では、世界の平均気温は 21世紀末には最大で、産業革命以前と比較して 5.7℃上昇
すると予測されています。すでに平均気温の上昇、雪氷の融解、海面水位の上昇が観測され

ている地域もあり、このまま温暖化が進むと、気候変化のみならず、自然環境さらには人間

社会や産業・経済活動へ不可逆的な影響を及ぼす可能性があります。

地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから、人類の生存基盤に関わる

安全保障の問題と認識されており、最も重要な環境問題の一つに位置付けられています。

図 1 気候変動による影響

（２）地球温暖化の原因

IPCCは 1990（H2）年より、地球温暖化の原因を科学的に分析しており、中でも人為的
な活動が及ぼす地球温暖化への影響に対して、科学的、技術的、社会経済学的な観点から包

括的な評価を行ってきました。

2021（R3）年 8月に公表された IPCC 第 6次評価報告書では、「大気中の CO2、CH4、

N2Oは、過去 80万年間で前例のない水準まで増加している」と分析しています。また、「人
間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには、疑う余地がない」と、過去の

資料：環境省「気候変動の観測・予測・影響評価に関する
統合レポート2018～日本の気候変動とその影響～」より本市作成

気候の変化
気温の上昇、降水量の変化、

海面水位の変化、
極端現象の頻度や強度の変化など

自然環境への影響
水環境、水資源への影響、
自然生態系への影響など

人間社会への影響
農林水産業への影響、

自然災害、健康への影響など

産業・経済活動、
国民・都市生活への影響
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報告書よりも確信度を引き上げた表現となっています。

さらに、IPCC 第 6次評価報告書第 2作業部会では、「人為起源の気候変動は、異常気象
の頻度と強度の増加を伴い、自然と人間に対して、広範囲にわたる悪影響と、それに関連

した損失と損害を、自然の気候変動の範囲を超えて引き起こしている」と気候変動による

影響について言及しています。

これらより、産業革命以降、化石燃料の使用や森林の伐採等人為的な活動による大気の温

室効果が強まったことが地球温暖化の原因であり、その人為的起源の地球温暖化による気

候変動が既に悪影響を及ぼし始めていると読み取ることができます。

個々の気象現象と地球温暖化との関係を明確にすることは容易ではありませんが、今後、

地球温暖化の進行に伴い、猛暑や豪雨等異常気象による災害リスクは、更に高まることが予

測されています。

表 1 温暖化と人間活動の影響の関係についての評価推移

（３）世界の平均気温の変化と将来予測

前述した IPCC 第 6次評価報告書によると、地球温暖化の進行により、世界の平均気温
は産業革命前と比べて、1.09℃上昇したと推定されています。この観測値は過去 10万年
間で最も温暖だった数百年間の推定値と比べても、前例のないものと言われています。

IPCC報告書 年度 温暖化と人間活動の影響の関係についての評価

資料：IPCC「第6次評価報告書」、全国地球温暖化防止活動推進センターHP
（https://www.jccca.org/）より本市作成

第1次報告書
First Assessment Report 1990 1990年 • 「気温上昇を生じさせるだろう」

人為起源の温室効果ガスは気候変化を生じさせる恐れがある

第2次報告書
Second Assessment Report  

Climate Change 1995
1995年 • 「影響が全地球の気候に表れている」

識別可能な人為的影響が全地球の気候に表れている

第3次報告書
Third Assessment Report  

Climate Change 2001
2001年

• 「可能性が高い」（66%以上）
過去50年に観測された温暖化の大部分は、温室効果ガス濃度の増加によ
るものだった可能性が高い

第4次報告書
Fourth Assessment Report  

Climate Change 2007
2007年

• 「可能性が非常に高い」（66%以上）
20世紀半ば以降の温暖化のほとんどは、人為起源の温室効果ガス濃度の
増加による可能性が非常に高い

第5次報告書
Fifth Assessment Report  

Climate Change 2013
2013年 • 「可能性がきわめて高い」（90%以上）

20世紀半ば以降の温暖化の主な要因は、人間活動の可能性が極めて高い

第6次報告書
Sixth Assessment Report  

Climate Change 2021
2021年

• 「疑う余地がない」（99%以上）
人間の影響が大気・海洋及び陸域を温暖化させてきたことには、
疑う余地がない
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図 2 世界平均気温の変化（1850～2020年・観測）

21世紀半ばに実質 CO2排出ゼロが実現する最善シナリオ（SSP1-1.9）においても、2021
（R3）～2040（R22）年の世界平均気温は産業革命前と比較して 1.5℃上昇する可能性が高
い（50%以上）と予測されています。一方、気候政策を導入しない、最大排出量のシナリオ
（SSP5-8.5）においては、産業革命前と比較して 3.3～5.7℃の上昇が予測されています。

図 3 2100年までの世界平均気温の変化予測

資料：IPCC「第6次評価報告書」、全国地球温暖化防止活動推進
センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）

資料：IPCC「第6次評価報告書」、全国地球温暖化防止活動推進
センターウェブサイト（https://www.jccca.org/）
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（４）国内及び市内における将来予測とその影響

2020（R2）年 12月に、文部科学省と気象庁は、これまでに観測された地球温暖化によ
る影響や、今後の世界平均気温が 2℃上昇シナリオ（RCP2.6）及び 4℃上昇シナリオ
（RCP8.5）1で推移した場合の将来予測をとりまとめ、「日本の気候変動 2020」として公
表しました。

同報告書によると 21世紀末の日本では、大気中の温室効果ガスの状況や気候（気温や
降水・降雪、海面水温・水位、海氷面積、海洋酸性化等）が、大きく変化することが予測

されています。これらの気候変動予測を踏まえ、将来的に、自然災害の頻発、自然生態系

への影響、農林水産業をはじめとした産業・経済活動への影響や人類の健康への影響等が

懸念されています。

表 2 国内における将来予測とその影響例

本市が所在する胆振地方も年平均気温の上昇、短時間強雨の増加や降雪の減少が予測さ

れています。

年平均気温の上昇について、温室効果ガス削減策を取らない世界平均気温が 4℃上昇シ
ナリオ（RCP8.5）において、胆振地方では、4.8 ℃程度上昇すると予測されています。
これは、国内の上昇予測の 4.5℃より大きな水準となっています。その結果、年間 21日程
度の真夏日の増加と、年間 44日程度の真冬日の減少につながると予測されています。本

海

海面水温

海面水位

海氷面積
海洋

酸性化

分野 将来予測※ 影響例

気温 • 年平均気温が約1.4 ℃ / 4.5 ℃上昇

雨 • 日降水量の年最大値が約12%（約15mm）
/ 27%（約33mm）増加

雪 • 降雪・積雪量が減少
（大雪リスクが低下するとは限らない）

台風 • 大型台風が増加

• 海面水温が約1.14 ℃ / 3.58 ℃上昇

• 沿岸の海面水位が約0.39m / 0.71m上昇

• 3月のオホーツク海の海氷面積が約28% / 
70%減少

• 日本南方や沖縄周辺において、世界平均
と同程度の速度で海洋酸素化が進行

• 熱中症の増加、農作物の品
質低下や収穫量減少など

• 大雨や短時間強雨の増加に
よる水害・土砂災害など

• 極端な大雪（ドカ雪）による
災害など

• 台風による風害、水害、高潮
害、波浪害など

• 海洋生態系の変化・崩壊

• 海岸浸食、高潮・高波・異常
潮位などの沿岸災害の激化

• 海洋生態系の変化・崩壊

• 海洋生態系の変化・崩壊

世界平均気温2°C上昇シナリオ（RCP2.6）、4°C上昇シナリオ（RCP8.5）における予測

※：21世紀末時点の予測を、20世紀末又は現在と比較したもの
資料：文部科学省及び気象庁「日本の気候変動2020 」より本市作成

1 IPCC第 5次評価報告書で用いられたシナリオ。2℃上昇シナリオ（RCP2.6）はパリ協定の目標が達成された世界であり得る気候の状
態に相当し、4℃上昇シナリオ（RCP8.5）現時点を超える追加的な緩和策を取らなかった世界であり得る気候の状態に相当する
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市は海沿いに位置することから、夏場も暑くなりにくく、過ごしやすい気候であると言わ

れていますが、平均気温の上昇に伴い、今後猛暑日が発生する可能性もあります。

降雨について、4℃上昇シナリオ（RCP8.5）では、1時間降水量 30mm以上の短時間強
雨の発生回数が 3.1倍になると予測されています。このような短時間強雨の増加による水
害・土砂災害等のリスクが高まっています。

また、降雪について、 4℃上昇シナリオ（RCP8.5）では年最深積雪が 38%減少すると
予測されていますが、ごくまれに降る大雪（ドカ雪）のリスクが低下するとは限らないこ

とが示唆されています。

表 3 本市が所在する胆振地方における将来予測とその影響例

（５）世界で広がる地球温暖化由来の自然災害

WMO（世界気象機関）は 2021年版の気候報告書にて、「異常気象が新しい日常になって
いる」と指摘しています。異常気象に該当する現象としては、寒春、暖春、冷夏、猛暑、寒

秋、暖秋、寒冬、暖冬、熱波、寒波、少雨、大雨、少雪、大雪、日照不足、日照過多、乾燥、

多湿、干ばつが挙げられ、また気象庁の定義によると、異常気象とは「30年に 1回以下で
発生する現象」と定義されています。下図は 2021（R3）年における世界の主な異常気象を
プロットしたものですが、世界各地で異常気象が多発しており、もはや異常とは呼べない頻

度で発生していることが伺えます。

分野 将来予測※ 影響例

気温
• 胆振地方では、年平均気温が約1.4 ℃ / 

4.8 ℃上昇
（冬の方が気温の上昇幅が大きい）

• 日最高気温30℃以上の真
夏日の増加（約2～21日）

• 日最高気温0 ℃未満の真冬
日の減少（約18～44日）

雨
• 胆振地方では、1時間降水量30mm以上の

短時間強雨の発生回数が1.4倍/3.1倍で増
加

• 大雨や短時間強雨の増加に
よる水害・土砂災害など

雪 • 胆振地方の年最深積雪が13%/38%減少 • スキー場やその周辺施設など
観光産業へのダメージなど

世界平均気温2°C上昇シナリオ（RCP2.6）、 4°C上昇シナリオ（RCP8.5）における予測

※：21世紀末時点の予測を、20世紀末と比較したもの
資料：札幌管区気象台

「日本の気候変動2020に基づく北海道の気候変動（令和4年3月）」より本市作成
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図 4 2021（R3）年の世界の主な異常気象・気象災害

異常気象の一例として、2022（R2）年 6月、パキスタンでは例年の 10倍以上もの降雨
により国土の 1/3が水没し、1400人を超える死者が出ました。オーストラリアで起こった
大規模な火災は、過去 20年で最大の面積の森林を焼き尽くしました。また北米では 49.5℃
の歴史的な熱波が発生し、かつてない高温が北米を襲いました。

これらの異常気象の原因は、大気中 CO2濃度の上昇が原因と言われています。このよう

に、世界各地で深刻な被害が発生しており、何も対策を講じなければ異常気象はさらに悪化

することが予測されています。

（６）日本における地球温暖化由来の自然災害

異常気象による自然災害の被害は、世界だけではなく日本でも発生しています。2020
（R2）年 7月 3日から 7月 31日にかけて熊本県を中心に九州や中部地方等、日本各地で
集中豪雨が発生しました。この豪雨により、大河川での氾濫、土砂災害、低地の浸水等によ

り、人的・物的被害が多発し、全国的に未曾有の被害をもたらしました。同様に、 2021
（R3）年 7月 1日から 7月 3日にかけて発生した、東海地方・関東地方南部を中心とした
大雨では、静岡県熱海市で大規模な土石流が発生しました。また、2022（R4）年 1月には、
北海道で急速に発達する低気圧の影響により 12時間で 60センチを超える大雪が降りまし
た。これも異常気象と言えます。

このように、異常気象による被害は国内においても徐々に顕在化してきています。

資料：気象庁HP「世界の異常気象」より引用
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図 5 熱海で発生した土石流

本市では、これらのような大規模な災害は今のところ発生していませんが、このまま地球

温暖化を放置しておくと、今後急傾斜地等における土砂崩れや高潮による浸水被害等が生

じる可能性があります。したがって、地球温暖化に対する危機感を持ち、今まで以上に対応

することが必要となります。

（７）気候変動が水産資源に与える影響

地球温暖化は海水温の上昇と海洋酸性化につながり、噴火湾と太平洋という豊かな漁場

に恵まれ、季節ごとに多種多様な魚種が水揚げされる本市の水産業に対しても、不可逆的

な影響を及ぼす可能性があります。

海水温の上昇に関して、日本近海における 2021（R3）年までの約 100年間にわたる海
域平均海面水温の上昇率は、1.19℃/100年であり、この上昇率は、世界平均の上昇率
（0.56℃/100年）よりも大きい値となっています。海水温の上昇は、獲れる魚種の変化に
つながる可能性があります。すでに顕在化している影響例としては、これまで千葉や茨城

が北限だったブリが北海道で水揚げされるようになった事例や、瀬戸内海や東シナ海が主

な産地だったサワラが日本海でも水揚げされるようになったという事例があげられます。

また、海水温の上昇は稚魚の隠れ場や餌場となる藻場が著しく消失する「磯焼け」を引き

起こし、水揚げ量の減少につながる可能性があります。

もう一つの影響は海洋の酸性化です。海水の pHは平均して 8.1程度の弱アルカリです
が、大気中の CO2を吸収することにより酸性化が進んでいます。IPCCの 2013（H25）
年の報告によると、1750年から現代までに、表面海水中の pHは 0.1程度低下しており、
今世紀末までに 0.065から 0.31程低下すると予測されています。酸性化が進むと、海洋へ
吸収される CO2量が減少することにより、温暖化が更に加速したり、炭酸カルシウムの形

成が難しくなり、炭酸カルシウムで骨格や殻をつくるホタテやアサリ等の貝類、カニやエ

ビ等の甲殻類、サンゴ、プランクトンの成長に悪影響を及ぼします。

資料：国土地理院撮影動画よりキャプチャ
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２－２．地球温暖化対策の国内外動向

（１）国際的な動向

フランス・パリにおいて 2015（H27） 年 11月から 12月にかけて開催された COP21で
は、京都議定書2以来 18年ぶりに、法的拘束力のある新たな国際的な枠組みであるパリ協定
が採択されました。この協定は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業革命

以前に比べて 2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える努力をすること」や「21世紀後半には、
温室効果ガスの排出量と（森林等による）吸収のバランスを保つこと」を目標に掲げていま

す。またパリ協定は、先進国・発展途上国の区切りのない公平な合意であり、従って世界共

通の地球温暖化対策に向けた基本方針と言えます。

パリ協定を受けて、IPCCが 2018（H30）年に公表した「1.5℃特別報告書」によると、
世界全体の平均気温の上昇を、2℃を十分下回り、1.5℃の水準に抑えるため（パリ協定の目
標を達成するため）には、CO2排出量を 2050 （R32）年頃までに実質ゼロにする必要があ
ると指摘しています。この報告書を受け、下表のとおり、世界各国で、2050 （R32）年ま
でのカーボンニュートラルを目標として掲げる動きが広がりました。

表 4 世界各国の脱炭素化への動き

また、2021（R3）年 10月から 11月にかけて、英国・グラスゴーにおいて、COP26 が
開催されました。本会合内での決定文書では、パリ協定で定められた「1.5℃努力目標」に
向け、今世紀半ばでのカーボンニュートラルと、その経過点である 2030 （R12）年に向け
た野心的な気候変動対策を締約国に求めており、特にこの 10年で取組みを加速させる必要
があると強調されています。今後、1.5℃目標の達成に向け、世界全体の脱炭素化の動きが
さらに加速していくことが想定され、我が国においても急速にカーボンニュートラルへの

取組みを進める必要があります。

地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアルより抜粋

国・地域 脱炭素化への動き

EU

• 2020（R2）年3月に長期的な温室効果ガスの排出低減のための戦略（Long-term low greenhouse gas 
emission development strategy of the European union and its Member State）を提出

• 2050年（R32）までに気候中立（Climate Neutrality）達成を目指す
• 2030 （R12）年までにCO2排出量を、1990（H2）年比で少なくとも55%削減することを表明し、2021

（R3）年7月に気候変動対策の法案パッケージ「Fit for 55」を発表

英国
• 気候変動法（Climaet Change Act）（2019（R0）年6月改正）の中で、2050 （R32）年のカーボンニュー

トラルを想定
• 2021（R3）年10月に温室効果ガス排出量を2050年までに実質ゼロにするための具体的な計画「ネットゼロ

戦略・グリーン化再構築」を公表

中国
• 2020（R2）年9月の国連総会一般討論のビデオ演説にて、2060 （R42）年までにカーボンニュートラルを目

指すと表明
• 「中国は発展途上国のエネルギーの低炭素化を大いに支援し、今後海外にて新たな石炭火力発電所プロジェ

クトを行わない」と表明

米国 • 2021（R3）年4月の米国主催の気候変動リーダーズサミットで、バイデン大統領はパリ協定に対応した新たな
目標である「2030（R12）年までに2005（H17）年比でGHG50～52%削減」を発表

2 1997（H9）年に第 3回気候変動枠組条約締約国会議にて採択された「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書」では、先進
国に対して、法的拘束力のある温室効果ガス排出削減目標を定めた
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図 6 年限付きのカーボンニュートラルを表明した国・地域（2021年 11月時点）

（２）我が国における地球温暖化対策

2020（R2）年 10月、日本政府は、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体として実
質的にゼロにする、すなわち、2050 年カーボンニュートラル社会の実現を目指すことを
宣言しました。翌 2021（R3）年 4月、政府の地球温暖化対策推進本部において、2030
（R12）年度の温室効果ガスの削減目標を 2013 （H25）年度比 46％削減することと
し、さらに、50%の高みに向けて、挑戦を続けていくことが公表されました。
カーボンニュートラル実現に向けた取組みを活発化するために、2022（R4）年 4月よ
り改正地球温暖化対策推進法が施行されました。主な改正ポイントは、「基本理念新設」、

「地域の脱炭素化の促進」、「企業の脱炭素化の促進」です。特に「地域の脱炭素化の促

進」では地方公共団体における再生エネルギーの利用促進等の具体的な実施目標の設定を

求めています。また、2021（R3）年 6月に策定された「地域脱炭素ロードマップ」で
は、 2030 （R12）年度までに少なくとも 100 か所の「脱炭素先行地域」を創出するこ
と、2030年（R12）度目標及び 2050 （R32）年カーボンニュートラルの実現に向けて脱
炭素の基盤となる重点対策を全国で実施することが示されています。このように、地域が

主体となったカーボンニュートラルへの取組みが求められており、本市もそれに応じる必

要があります。

また、2050年カーボンニュートラルに向けた技術開発、実証、社会実装まで一貫して支
援するため、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）に 2兆円
の基金（グリーンイノベーション基金）を創設し、グリーン成長戦略の重点分野3に対し

て、企業の野心的な取組みを、今後 10年間、継続して支援することとしています。

資源エネルギー庁HPより引用

2050年までのカーボンニュートラル表明国
2060年までのカーボンニュートラル表明国
2070年までのカーボンニュートラル表明国

3 グリーン成長戦略とは、2050年までに日本でカーボンニュートラルを達成するために作成された国の政策であり、成長の期待される
14の重点分野を選定した
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図 7 日本の地球温暖化対策

政府のカーボンニュートラル宣言や昨今の異常な豪雨・台風による被害の拡大等を受

け、国内の多くの自治体についても、2050年の CO2排出実質ゼロを表明する動きが加速

しています。「2050 年までの CO2排出量実質ゼロ」を目指す自治体、いわゆるゼロカー

ボンシティは、2019 （R1）年 9月時点ではわずか 4自治体でしたが、2022 （R4）年
10月末時点においては 797自治体と増加しています。これは人口に換算すると、1億
1,500 万人を超える計算になります。本市も 2020 （R2）年 10月に、室蘭市「ゼロカー
ボンシティ」宣言を表明しています。

図 8 ゼロカーボンシティ一覧（2022年 10月末時点）

2020（R2）年10月

2020 （R2）年12月

2021 （R3）年6月

2022 （R4）年4月

2021 （R3）年10月

カーボンニュートラル
宣言

2050年カーボンニュートラ
ルに伴うグリーン成長戦略

脱炭素ロードマップ

第6次エネルギー
基本計画

改正地球温暖化
対策推進法

2050年（R32）カーボンニュートラル実現に向けて、経済成長と環境適合をうまく循環さ
せるための産業政策

2030年（R12）の目標、および2050 （R32）年のカーボンニュートラル実現に向けて、
今後5年間を集中期間として、地域脱炭素化の取り組みを加速

エネルギーをめぐる情勢変化や日本のエネルギー需給構造が抱える様々な課題を踏まえ、
エネルギー基本計画をアップデート

2050 （R32）年までのカーボンニュートラル実現を法律に明記

2050（R32）年までに温室効果ガスの排出を全体として実質ゼロにする、カーボンニュー
トラルを目指すことを宣言

地球温暖化対策計画
（改定）

2030 （R12）年度目標の裏付けとなる対策・施策を記載して新目標実現への道筋を
明確化

地球温暖化対策推進本
部、および、気候サミット2021 （R3）年4月 「2030年（R12）度に、温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指す。さら

に、50％の高みに向けて、挑戦を続けていく」ことを表明

環境省HPより引用
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（３）北海道と本市における地球温暖化対策

日本の 2050年カーボンニュートラル宣言を受け、北海道は 2020（R2）年 3月に 2050
年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロをめざすことを表明し、2021 （R3）年 3月に北
海道地球温暖化対策推進計画（第 3次）を策定しました。この推進計画では、「ゼロカー
ボン北海道」の実現を長期目標とし、また 2030 （R12）年度までに CO2排出量を 2013
（H25）年度比で 48%削減することを中期目標に掲げています。「多様な主体の協働によ
る社会システムの脱炭素化」、「豊富な再生可能エネルギーの活用」、「森林等の二酸化炭素

吸収源の確保」を重点取組みに位置づけ、3つの C（Change, Challenge, Creation）とい
うキーワードのもとで、その取組みを推進しています。

本市では、2015 （H27）年に「室蘭グリーンエネルギータウン構想」を策定する等、
早い段階から脱炭素化に取り組んできました。そして 2020 （R2）年には、室蘭市「ゼロ
カーボンシティ」宣言を表明し、再生可能エネルギーや水素を中心とした脱炭素化時代に

向けた一歩を踏み出しています。また本市ではこれまでに、第６次室蘭市総合計画、室蘭

市環境基本計画、室蘭市役所エコオフィスプランの策定・改定を通じて、地球温暖化対策

に向けた方向性を示しています。今後は、国や北海道が示す方針と本市の取組みをうまく

連携させることで、「ゼロカーボンシティ」達成に向けた礎を築いていきます。

図 9 北海道と本市における地球温暖化対策

地球温暖化対策

北海道

多様な主体の協働による社会システムの脱炭素化
• 脱炭素型ライフスタイル・ビジネススタイルへ転換
• ZEB,ZEHの普及など建築物の脱炭素化推進
• 交通・物流の脱炭素化
• 「グリーン✕デジタル」の一体的な推進
豊富な再生可能エネルギーの最大限の活用
• 地域特性を活かしたエネルギーの地産池消の展開
森林等の二酸化炭素吸収源の確保
• 森林吸収源対策
• 自然環境の保全

室蘭市

• SDGsに即して、環境・社会問題に配慮のある企業を重視するSEG投資や
脱炭素化の動向を踏まえた新エネルギー創出へ貢献していく姿勢を提示

連携

第６次室蘭市総合計画

室蘭市環境基本計画

北海道地球温暖化対策
推進計画（第3次）

室蘭市地球温暖化対策
実行計画

• 省エネルギー化への取り組みや再生可能エネルギーの導入が重要であるとの
見方を提示

• （区域施策編）本市より排出される温室効果ガスの削減に向けた具体
的な取組み内容及び目標を設定

• （事務事業編）本市の事務事業により排出される温室効果ガスの削減
に向けた具体的な取組み内容及び目標を設定

北海道地球温暖化対策推進計画（第3次）より引用
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（４）企業に求められる地球温暖化に対する取組み

ESG投資は、従来の財務情報に加えて、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナ
ンス（Governance）要素も考慮した投資のことを指します。近年、このような ESG投資
は、国連持続可能な開発目標（SDGs）と合わせて注目され、拡大しています。日本にお
いても、投資に ESGの視点を組み入れること等を原則として掲げる国連責任投資原則
（PRI）に、日本の年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が 2015年に署名したこと
を受け、ESG投資が広がっています。例えば、自動車等日本の大手製造業は、サプライチ
ェーン全体において ESGの観点を重要視する姿勢を明らかにしています。また、日本の
大手銀行も ESGを重視して投融資を行う方針を打ち出しました。このような国内外のト
レンドを鑑みると、地球温暖化対策に取り組んでいない企業は今後、新規取引先の獲得に

苦労したり、大手取引先との契約が打ち切りになったり、あるいは銀行からの投融資を受

けづらくなり、事業継続に影響が出る可能性もあります。言い換えると、持続可能な社会

の構築に向けた取組みの推進を、自社の製品・サービスの提供を通して実現することで、

新しい取引先の確保や条件の良い投融資等を積極的に享受できる可能性もあります。
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第３章 本市の地域特性

３－１．自然特性

（１）地形

本市の地形は、室蘭岳から南にかけて広がる、緩やかな丘陵である扇状の斜面地形と噴火

湾に突き出す絵鞆半島から構成されています。扇状の斜面地形の大部分は森林で覆われて

おり、住宅地は沢に沿うように立地しています。絵鞆半島は、測量山、地球岬、母恋から東

町にかけて高さ 100～200m の山地・丘陵地を背後にして、室蘭港側を中心に市街地が形成

されています。また、宅地開発により沢状の地形を造成し、山地・丘陵地にも住宅地が形成

されています。

下図より確認できますが、本市は緑に富んだ都市です。室蘭岳山麓から南側かけて、沢沿

いに広葉樹林や草地が広く分布しています。また、絵鞆半島の南側も同様に緑地が広がって

おり、森林は行政区域面積の約 42％を占めています。

図 1 本市の地形

資料：室蘭市緑の基本計画より引用
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（２）気候

本市南部の絵鞆半島は太平洋に向かって突き出た構造をしているため、特に半島部にお

いては海からの気流を常に受け続ける気候的な特徴を持っています。その特徴から、北海道

内では比較的温暖な地域であり、冬季は雪が少なく、積雪の小さい地域となっています。一

方で夏季においては、湿った南東季節風が親潮によって冷やされることに起因する降水量

の増加や、東部の海上での海霧の発生が観測されるという特徴があります。したがって、夏

場の日照時間は短くなる傾向にあり、また、海に面しているため風が強い（風速が速い）と

いう特徴もあります。

図 2 本市の気温、降水量、日照時間、最深積雪の月変化

図 3 北海道各地点の年間霧日数

資料：北海道の気候変化【第２版】より引用

資料：北海道の気候変化【第２版】より引用



【区域施策編】

19

３－２．社会特性

（１）人口・世帯数

日本の人口は 2008（H20）年の 1億 2,693万人をピークに減少傾向にあり、今後このま
ま何も手を打たなければ、2050（R32）年には約 1億人にまで減少すると予測されていま
す。本市においても、1970（S45） 年の 16万 2,059人をピークに減少を続けており、2019
（R2）年 10 月現在では 8万 2,383人となり、今後も減少傾向が続くことが予測されてい
ます。こうした人口減少は、市民生活の活力低下を招くのみでなく、地域経済や市の財政に

も大きな影響を及ぼすなど、地域の存立基盤にかかわる極めて深刻な問題です。

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると 2030（R22）年の本市の人口は、67,838
人（2019 （R2）年対比 18％減少）であり、 約 10 年で 1 万人以上の人口が減少する見
込みとなっています。また、カーボンニュートラル達成を目指している 2050（R32）年の
人口は、同推計で 44,418 人となっており、2019（R2）年の人口の約半分になる見込みと
なっています。

年齢 3区分別の 2050（R32）年の人口をみると、0～14 歳人口は 3,939人、15～64 歳
人口は 22,261人、65歳以上人口は 18,213人となっています。人口の推移をみると、65歳
以上人口の割合は増加傾向にあり、少子高齢化が進んでいることが伺えます。

図 4 本市の人口推移予測
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実績値 推計値

実績値：室蘭市住民基本台帳人口統計資料より引用
推計値：国立社会保障・人口問題研究所の推計値より引用
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（２）都市構造

本市の住宅地は、地形的な制約から、港を囲むようにして丘陵地に多く形成されていま

す。新住宅市街地整備事業や区画整理事業により計画的に整備された住宅地のほか、古く

からの市街地は沢ごとに形成され、多くの住宅が斜面地に建ち並んでいます。また、建築

から 30 年以上経過した住宅が多く、建て替えやリフォームの必要性が増加することが予
想されます。本市を細分化すると、蘭西、蘭東、蘭北に分類できます。

蘭西地域は、絵鞆半島の美しい自然や白鳥大橋があり、室蘭らしさを体感できます。ま

た、室蘭港フェリーターミナルや中央ふ頭の客船バースが存在し、室蘭の海の玄関口とな

っています。

蘭東地域は、インタキ浜や潮見公園といった特徴的な自然を有しています。区画整理事

業で整備された八丁平や、企業遊休地を開発して誕生した大規模な住宅用地など、中心地

に近く利便性の高い住環境が充実した地域です。

蘭北地域は、貴重な農業地帯や自然の資源である保存樹林や保存樹木が存在している地

域です。また、北海道縦貫自動車道室蘭インターチェンジに隣接して、先端技術型企業、

及び軽工業からなる香川工業団地が立地しています。

図 5 本市の地域区分図

資料：室蘭市都市計画マスタープランより引用
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（３）公共交通

2016（H28）年の調査における室蘭都市圏の交通機関分担率は、自動車が 78.0%となっ
ており、公共交通機関であるバスや鉄道は 5.7％と極めて低い状況にあります。また、1999
（H11）年の調査では 23.0％あった徒歩での移動が、2016（H28）年の調査では 15.9％と
約 7 ポイント減少し、より自動車への依存が進んでいると考えられます。
鉄道(JR 室蘭本線)や路線バス(道南バス) 等の公共交通機関の利用者数は、長期的にみる
と減少傾向にあります。人口減少等を背景とした公共交通需要の低下が見受けられます。

図 6 本市の交通機関分担率

図 7 本市の鉄道利用者数ＪＲ主要駅の乗降客数の推移

図 8 本市の路線バス輸送人員の推移

資料：室蘭市都市計画マスタープランより引用

資料：室蘭市都市計画マスタープランより引用

資料：室蘭市都市計画マスタープランより引用
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（４）産業・経済

本市は、日本製鉄(株)と日本製鋼所M&E(株)の二大鉄鋼メーカーを中心とする基幹企業
と、その裾野に広がる金型、プレス、切削、熱処理等をベースとした精密加工、立体造

形、表面処理、複合・新機能材料等の高度なものづくり基盤技術を有する、100社超の中
小企業群が集積している北海道地域を代表する工業都市です。

2016 （H28）年の産業別民間従業者数をみると、産業全体で約 43,000 人となってお
り、中でも「製造業」に従事している人は約 7,500 人と民間従業者数の約 17％を占めて
います。また、製造業の内訳においても、鉄鋼関連（鉄鋼業・金属製品製造業）に従事し

ている人の割合が多く、本市が「鉄のまち」として発展してきたことが伺えます。

図 9 2016（H28）年の本市の産業別民間従事者数

第1次産業（28人）

12,686人 30,165人

第3次産業第2次産業

42,879人

5,209人 12,686人7,477人

建設業製造業

その他

2,369人5,108人

鉄鋼業・金属製品製造業

7,477人

資料：令和元年度版室蘭市統計書の「3. 事業所」よりデータを引用
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（５）廃棄ごみ・資源物量

本市における家庭系・事務系ごみの排出量は、若干の減少傾向にあるものの、家庭系ご

み 1人あたりの平均排出量はやや増加傾向にあります。一般廃棄物処理基本計画にて掲げ
ている 2020（R2）年度の 1人あたりの平均排出量の目標値は 524 g/人/日であるのに対
し、実績は 551 g/人/日となっており、2025（R7）年度の目標値である 479 g/人/日の達成
に向けてより一層排出量削減の努力が必要という結果になっています。また、本市のリサ

イクル比率は北海道全体よりも低く、同計画で定める 2025（R7）年度目標値 23.9％の達
成に向け、ごみの減量と併せ、資源の有効利用についての取組みを推進していきます。

図 10 本市のごみの排出量推移

図 11 本市、北海道のリサイクル率推移
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資料：令和３年度版室蘭市清掃事業概要よりデータを引用
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資料：令和３年度版室蘭市清掃事業概要
一般廃棄物処理事業実態調査結果の概要（令和2年度実績）よりデータを引用
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３－３．再生可能エネルギーのポテンシャル及び導入状況

（１）再生可能エネルギーのポテンシャル

再生可能エネルギー（Renewable Energy）とは、石油、石炭、天然ガスといった、い
わゆる化石燃料の使用によって得られるエネルギーとは異なり、太陽光や風力、地熱とい

った、自然界に存在し、繰り返し利用できるエネルギーを指します。「エネルギー供給事

業者による非化石エネルギー源の利用および化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関

する法律」および「同施行令」において、具体的な事例として、（１）太陽光、（２）風

力、（３）水力、（４）地熱、（５）太陽熱、（６）大気中の熱その他の自然界に存在する

熱、（７）バイオマス（動植物に由来する有機物）の 7種類が定義されています。再生可
能エネルギーは、温室効果ガスを排出せず、国内で生産できることから、重要な低炭素の

国産エネルギー源として脚光を浴びています。

本市における、太陽光発電、陸上風力発電、中小水力発電、地熱発電の導入ポテンシャ

ルは下図の通りとなり、太陽光発電が大部分を占めています。また、これら以外にも、本

市の海に面しているという特性から洋上風力発電のポテンシャルも有しており、今後導入

に向けた検討を進めていく予定です。

図 12 本市の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル1

（２）再生可能エネルギーの導入状況

本市では、1998年 6月に埠頭用地に設置した風力発電を白鳥大橋のライトアップに利
用するなど、早い段階から再生可能エネルギーに注目してきました。また、下図は「再生

可能エネルギーの固定価格買取制度」（FIT制度2）の認定を受けて導入された再生可能エ

ネルギーによる発電電力量及び 10kW未満の太陽光発電設備（家庭用太陽光発電設備）の
導入件数の経緯変化を示しており、本市における再生可能エネルギーの発電量が増加傾向

にあることがわかります。2020年度における年間発電量は 30,082MWhであり、これは
家庭の電力消費量の約 7,000件分に相当します。3
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3 環境省 HP「2017年度の家庭のエネルギー事情を知る」に掲載されている世帯当たりの年間電力消費量 4,322kWhを用いて算出
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図 13 再生可能エネルギーの発電電力量及び太陽光発電の導入件数の推移4
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第４章 温室効果ガス排出量及び目標設定

４－１．温室効果ガス排出量の現状

（１）温室効果ガス排出量の算出方法の概要

温室効果ガスの排出量は、「都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）」、「温室

効果ガス排出量の算出・報告・公表（SHK）制度（環境省）」における特定排出事業者1のデ

ータ、温室効果ガスインベントリ（国立環境研究所）の国内向け公開版を参考に、部門・分

野ごとに下記方式で推算しました（表 1にて推算結果と合わせて算出方法の概要を掲載）。
詳細な算出方法については資料編に掲載してありますのでご参照ください。

① エネルギー起源 CO2

■製造業

SHK制度における製造業の特定排出事業者の排出量に、推算した非特定事業者の排出量
を加えて算出しました。尚、非特定事業者の排出量は、都道府県別エネルギー消費統計等を

基に北海道製造業の非特定事業者の CO2排出量原単位2を算出し、その値に本市の非特定事

業者数を乗じることで算出しました。

■農林水産業、建設業

都道府県別エネルギー消費統計における北海道の農林水産業、建設業の CO2排出量に、

北海道に対する本市の従業者数の比率を乗じて算出しました。

■家庭部門

都道府県別エネルギー消費統計における北海道の家庭部門の CO2排出量に、北海道に対

する本市の世帯数の比率を乗じて算出しました。

■業務・その他部門

SHK制度における業務・その他部門の特定排出事業者の排出量に、推算した非特定事業
者の排出量を加えて算出しました。尚、非特定事業者の排出量は、都道府県別エネルギー消

費統計等により北海道の業務・その他部門の非特定事業者の CO2排出量原単位を算出し、

その値に本市の非特定事業者数を乗じることで算出しました。

■運輸部門（自動車）

北海道の車種別・燃料種別の燃料使用量に、北海道に対する本市の車種別の自動車保有台

数を乗じ、さらに燃料種ごとの排出係数を乗じることで算出しました。車種は普通貨物、小

1 エネルギー使用量や温室効果ガスの排出量が多い事業者であり、温室効果ガスの排出量を毎年国へ報告することが義務付けられてい

る

2
北海道製造業の 1事業者あたりの CO2排出量（単位：t-CO2/事業者）
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型貨物、乗用車、バスに、燃料種はガソリン、軽油、LPGに分類しました。

■運輸部門（鉄道）

JR北海道の列車運転に伴う CO2排出量に、北海道に対する本市の年間鉄道利用者数を乗

じることで算出しました。尚、本市の鉄道利用者数は、室蘭駅及び東室蘭駅を対象として集

計しました。

■運輸部門（船舶）

総合エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）における全国の船舶部門の排出量に、全国

に対する本市の内航船の入港船舶総トン数を乗じることで算出しました。

■エネルギー転換部門

SHK制度における本市のエネルギー転換部門の特定排出事業者の排出量を集計すること
で算出しました。

② 非エネルギー起源 CO2

■工業プロセス

SHK制度における本市の鉄鋼業及び窯業・土石製品製造業の特定事業者の非エネルギー
起源 CO2排出量を集計することで算出しました。

■廃棄物

SHK制度における本市の廃棄物処理業の非エネルギー起源 CO2排出量、廃棄物の原燃料

使用による非エネルギー起源 CO2排出量及び西いぶり広域連合廃棄物処理施設での焼却処

分に伴い排出される非エネルギー起源 CO2排出量（推算値）を加えることで算出しました。

尚、西いぶり広域連合廃棄物処理施設での CO2排出量は、食物くず（生ごみ）や紙くず等

のバイオマス（生物体）起源の廃棄物の焼却に伴う排出は、植物により大気中から一度吸収

された CO2が再び大気中に排出されるものであり、カーボンバランスは一定であると考え

られるため排出量には含めず、プラスチックごみ及び合成繊維の処理量に対して排出係数

を乗じて推算しました。

③ CO2以外の温室効果ガス（CH4、N2O、HFCs、PFCs、SF6、NF3）

CO2以外の温室効果ガスの排出量については、温室効果ガスインベントリ（国立環境研

究所）に記載されている全国の発生原因別排出量を、本市と全国の統計量の比で案分するこ

とで算出しました。（表 2にて推算結果と合わせて算出方法の概要を掲載）
CH4、N2Oは全国排出量を発生原因別に適した活動量（製品出荷額、車両保有台数、人
口）で按分することにより推算しました。

HFCs、PFCs、SF6については、全国排出量を世帯数で按分することにより推算しまし
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た。また、市内にこれらのガスを扱う、あるいは製造する事業者の該当はないため、当該ガ

スの製造及び使用（半導体・液晶製造）に伴う排出量はゼロとしました。

NF3については、市内に当該ガスを扱う、あるいは製造する事業者の該当はないため、本

計画書の対象ガスには含まれているものの排出量はゼロとしています。

（２）温室効果ガス排出量の推計結果

① 温室効果ガス排出量の現状と推移

2018（H30） 年度における本市の温室効果ガス総排出量は、7,703 千 t-CO2 であり、

このうち CO2が 99.2％と大部分を占めています。したがって、CO2排出量の削減に向け

た取組みが重要です。また、2013（H25） 年度の総排出量は 8,424 千 t-CO2であり、減

少傾向（▲8.5%）にあることがわかります。

図 1 本市の温室効果ガス排出量内訳（ガス種別）

図 2 本市の温室効果ガス排出量推移（ガス種別）

② CO2排出量の現状と推移

2018（H30） 年度における本市の CO2の排出量は、産業部門（エネルギー転換部門を

含む）が 8割以上を占めています。また、業務・その他部門が 2.9％、家庭部門が 2.9％、
運輸部門が 2.6％となっています。
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図 3 本市の CO2排出量内訳

図 4 本市の CO2排出量推移

表 1 本市の部門・分野別 CO2排出量

③ その他ガスの排出量の現状と推移
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2018（H30） 年度における本市の CO2以外の温室効果ガスの排出量は、ハイドロフル

オロカーボン（HFCs）が 59.4％を占めています。次いで一酸化二窒素（N2O）が
25.5％、メタン（CH4）が 12.2％となっています。

図 5 CO2以外の温室効果ガス排出量内訳

図 6 CO2以外の温室効果ガス排出量推移

表 2 本市のガス種・発生原因別の CO2以外の温室効果ガス排出量
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４－２．温室効果ガス排出量の将来見通しと目標

（１）現状趨勢の概要

現状趨勢（Business As Usual、以下 BAUと表記）ケースの温室効果ガス排出量（BAU
排出量）とは、今後追加的な対策を講じないまま推移した場合の将来排出量を指します。

BAU 排出量を推計することで、「将来の見通しを踏まえた計画目標の設定」や「より将来
の削減に寄与する部門・分野別の対策・施策の立案」を行うことができます。本計画書では、

2030年における BAUベースでの排出量の推算を行いました。BAU排出量は、現状年度の
排出量に活動量の増減率を乗じることで算出が可能です。活動量の増減率として、「2030年
度におけるエネルギー需給の見通し 関連資料（資源エネルギー庁）」3に記載されている国

のマクロフレームを基に作成した、本市の基本指標を用いました。

「2030年度におけるエネルギー需給の見通し 関連資料（資源エネルギー庁）」記載の国
のマクロフレーム（表 3）は、人口や GDP、主要産業の生産量等、将来を予測するため活
動量が記載されています。また、この情報を基に、世帯当たり人数の増減率を算出し、本市

の基本指標を設定する際に使用しています。

表 3 国のマクロフレーム

最新年度（2018年度）の
温室効果ガス排出量BAU排出量 活動量の増減率

（目標年度の想定活動量÷最新年度活動量）

人口、および世帯数（社人研）のデータより
世帯当たり人数のマクロフレームを作成

2018年 2030年
世帯当たり人数 人/世帯 2.34 2.23 -4.8%

単位
全国

増減率

2018年 2030年
人口 百万人 126 119 -5.6%
世帯数（社人研） 万世帯 5,389 5,348 -0.8%
世帯数（住民基本台帳） 万世帯 5,853 5,812 -0.7%
実質GDP 兆円 555 660 18.9%
粗鋼生産量見通し 億トン 1.03 0.90 -12.6%
エチレン生産量見通し 万トン 616 570 -7.5%
セメント生産量見通し 万トン 6,023 5,600 -7.0%
紙・板紙生産量見通し 万トン 2,605 2,200 -15.5%
業務床面積 百万m2 1,902 1,965 3.3%

全国
単位 増減率

3 R3年 9月に資源エネルギー庁が公表した「2030年度におけるエネルギー需給の見通し 関連資料」には、人口や GDP、主要産業の生
産量等、将来を予測するためのマクロフレームが掲載されている
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国のマクロフレームを基に作成した本市の基本指標が表 4になります。2030年度の BAU
ベースでの排出量は、この基本指標の増減率に連動して、増加・減少するものとし仮定して

算出しました。

人口については、「室蘭市人口ビジョン」にて用いている国立社会保障・人口問題研究所

の推計より引用しました。世帯数については、国のマクロフレームを基に算出した世帯あた

り人数と人口より算出しました。業務床面積については、国内の業務床面積は増加傾向にあ

るものの、本市は全国平均以上の人口減少が想定されていることから、マクロフレームレベ

ルの増加を採用ぜず一定と仮定しました。

表 4 本市の基本指標

① 産業部門の排出量

製造業について、化学産業はエチレン生産見通し、鉄鋼業は粗鋼生産見通し、窯業はセメ

ント生産見通し、その他の製造業や中小企業は全国 GDPに連動すると設定しました。
また、建設業、農林水産業については、社会基盤の維持に関わる業種であることから大き

な減少は考えにくいため、横ばい（固定）で推移すると設定しました。

② 業務・その他部門の排出量

本市の基本指標の業務床面積の増減率に連動すると設定しました。

③ 家庭部門の排出量

本市の基本指標の世帯数の増減率に連動すると設定しました。

④ 運輸部門の排出量

自動車における排出量は本市の基本指標の自動車保有台数の増減率に連動すると設定し

ました。

鉄道、船舶については、社会基盤の維持に関わる業種であることから大きな減少は考えに

くいため、横ばい（固定）で推移すると設定しました。

2018年 2030年

85,807 67,838 -20.9% 室蘭市人口ビジョンより引用

1.85 1.77 -4.8% マクロフレームより算出した増減率を採用

46,265 38,433 -16.9% 人口と世帯当たり人数より算出

化学 - - -7.5% 全国エチレン生産量見通しと連動

鉄鋼 - - -12.6% 全国粗鋼生産量見通しと連動

窯業 - - -7.0% 全国セメント生産量見通しと連動

その他 - - 18.9% 全国GDPと連動

- - 0.0% 一定と仮定

55,109 44,909 -18.5% 車種ごとに推計

室蘭市 活動量変化量
（増減率）

備考

人口

世帯当たり人数

世帯数

製造業

業務床面積

自動車保有台数
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⑤ エネルギー転換部門の排出量

排出源である市内の工場の動向が明らかでないことから、横ばい（固定）で推移すると設

定しました。

⑥ 非エネルギー起源 CO2の排出量

廃棄物関連による排出量は本市の基本指標の人口の増減率に連動すると設定しました。

工業プロセスについては、鉄鋼業関連は粗鋼生産見通し、窯業関連はセメント生産見通し

に連動すると設定しました。

⑦ CO2以外の温室効果ガスの排出量

HFCs以外のガスについては、日本国内における排出量は、ほぼ横ばいとなっているた
め、排出量についても横ばい（固定）で推移すると設定しました。

HFCsについては、排出源がエアコン等であることを考慮し、世帯数に連動すると設定し
ました。

本市の BAUベースでの 2030年の温室効果ガス排出量及び算出方法をまとめると下表の
通りになります。

表 5 2030年の排出量及び算出方法

産業
部門

業務・その他部門

家庭部門

運輸
部門

製造業

農林水産業

建設業

自動車

鉄道

船舶

部門・分野

エネルギー転換

CO2排出量
（現状年度：2018）

CO2排出量
（BAUベース：2030）

合計

5,577 4,918

9 9

1 1

220 220

222 184

141 121

3 3

54 54

693 693

7,703 6,920

廃棄物

工業プロセス

71 56

654 608

（単位：千t-CO2）

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源CO

2

非
エ
ネ
ル
ギ
ー

起
源CO

2

化学産業はエチレン生産見通し、鉄鋼業は粗鋼生産見通し、
窯業はセメント生産見通し、その他の産業や中小企業は全国GDPに連動

算定方法

CH4, N2O, F-gas 58.1 52.3そ
の
他

の
ガ
ス

社会基盤の維持に関わる業種であることから大きな減少は考えにくいため、
横ばい（固定）で推移

社会基盤の維持に関わる業種であることから大きな減少は考えにくいため、
横ばい（固定）で推移

車種別保有台数の伸び率に連動

社会基盤の維持に関わる業種であることから大きな減少は考えにくいため、
横ばい（固定）で推移

社会基盤の維持に関わる業種であることから大きな減少は考えにくいため、
横ばい（固定）で推移

排出源である市内の工場の動向が明らかでないことから、
横ばい（固定）で推移

人口減少に連動

鉄鋼業は粗鋼生産見通し、窯業分はセメント生産見通しに連動

HFCsのみ全国世帯数（社人研）に連動、それ以外については日本国内
における排出量は、ほぼ横ばいとなっているため、横ばい（固定）で推移

室蘭市世帯数に連動

室蘭市業務床面積の伸び率に連動
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（２）目標設定の考え方

本計画では、温室効果ガスの削減量を評価指標とし、その目標は、「地球温暖化対策推進

法」に基づく国の「地球温暖化対策計画4」に準じて部門・分野ごとに設定し、それら部門・

分野ごとの目標値を積み上げて全体目標を算出します。

（３）2030 年の温室効果ガス排出量の削減目標

本市において、国の削減目標を部門・分野ごとに反映した結果、2030年度の総排出量
は 2013（H25）年度比▲38%の 5,213 千 t-CO2になると見込まれます。本市全体での削

減率は国の目標（地球温暖化対策計画）の▲46%、道の目標の▲48%よりも小さくなって
いますが、これは産業部門の排出量が大部分を占めているという本市の特徴に起因するも

のであり、国の▲46％目標や道の▲48％目標に整合するものです。2050年のカーボンニ
ュートラル達成に向けたマイルストーンとして、このように 2030年の目標を定め、国、
道と連携しながら取組みを推進していきます。

表 6 2030年度の温室効果ガス排出量（目標値）及び削減目標

2013年度排出量
（基準年度）

2018年度排出量
（現状年度）

2030年度排出量
（目標値）

2013年度比削減率
（本市削減目標）

産業部門 5,643 5,587 3,499 ▲38%

業務・その他部門 196 220 96 ▲51%

家庭部門 256 222 87 ▲66%

運輸部門 219 198 142 ▲35%

エネルギー転換部門 1,241 693 658 ▲47%

廃棄物分野 83 71 71 ▲15%

工業プロセス分野 718 654 610 ▲15%

CH4 12 7 10 ▲11%

N2O 29 15 24 ▲17%

代替フロン等4ガス
（HFCs、PFCs、SF6、NF3） 27 36 15 ▲44%

合計 8,424 7,703 5,213 ▲38%

（単位：千t-CO2）

エネルギー
起源CO2

非エネルギー
起源CO2

CO2以外の
温室効果
ガス

4 地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画で、温室効果ガスの排出抑制及び吸収の量に関する目標、事業者・国民等が講ずべき

措置に関する基本的事項、目標達成のために国・地方公共団体が講ずべき施策等について記載されている
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表 7 地球温暖化対策計画及び北海道、本市における削減目標

図 7 本市の温室効果ガス排出量推移

地球温暖化対策計画 北海道削減目標 本市削減目標
産業部門 ▲38% ▲31% ▲38%

業務・その他部門 ▲51% ▲43% ▲51%

家庭部門 ▲66% ▲47% ▲66%

運輸部門 ▲35% ▲28% ▲35%

合計 ▲46% ▲48% ▲38%

5,213

801 725 664

219 198 178

256
222 184

196
220

220

6,884

6,280

5,621

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

千t-CO2

6,920

7,703

68
2013年度

（基準年度）

58
2018年度

（現状年度）

52
2030年度

（BAUベース）
2050年

削減分

8,424

非エネルギー起源CO2

産業部門
業務・その他部門
家庭部門
運輸部門

CO２以外の温室効果ガス

エネルギー起源CO2

681

4,156

1,707

8796

50

142

2030年度
（目標値）

削減分

（カーボンニュートラル）

▲38%

5213

0
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第５章 地球温暖化対策の推進

５－１．地球温暖化対策の基本方針

本章では、本市の課題や国、県、他の自治体などの先進的な取組みを踏まえ、第 4章にて
掲げた目標の達成に向けた対策及び地球温暖化への適応策について検討します。

（１）将来像及び対策の基本方針

本市の最上位計画に位置付けられる「第 6次室蘭市総合計画」の将来像及び環境に関す
る上位計画である「室蘭市環境基本計画」の長期的目標・基本目標に基づき、本計画の将来

像と将来像実現のための取組みの基本方針を設定しました。これらの観点から、目標達成に

向けた取組みを推進していきます。

表 1 本計画の将来像と基本方針

① 再生可能エネルギー等の最大限の活用

再生可能エネルギーや未利用エネルギー等の導入推進や購入促進、地産地消を通じて、

本市の電源構成における再生可能エネルギー等の比率を高めます。また、水素社会実現

に向けて、部門を横断した取組みを進めていきます。

② 住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化

日本全体におけるエネルギー消費量の約 3割が建築物分野で占められており、建物及
び周辺設備の省エネ化により、温室効果ガス排出量を削減します。また、排出量を「見

える化」1することで、無駄なエネルギー消費を抑えます。

③ モビリティのゼロエミッション化

自動車社会である本市にとって自動車による排出量の削減は避けては通れない課題

第6次室蘭市総合計画室蘭市環境基本計画 室蘭市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

将来像 長期的目標 基本目標 将来像 将来像実現のための取り組みの基本方針 対策例

室蘭が好き。みんな
で創る、住み続けた
いまち
～まち・ひと・みな
と つながりが未来
を創る～

「未来につなぐ環
境と産業を育てる
まち むろらん」

地球にやさしい暮らしと
環境のまち

① 再生可能エネルギー等の
最大限の活用

• 再生可能エネルギー等の導入推進
• エネルギー地産地消の推進
• 再生可能エネルギー等の購入促進
• 水素社会の実現に向けた取り組み

② 住宅・建築物の
ネット・ゼロ・エネルギー化

• ZEH/ZEBの普及促進
• 省エネ改修、省エネ設備への更新の促進
• 使用エネルギーの見える化・省エネの徹底

③ モビリティのゼロエミッション化
• 次世代自動車の普及促進・利用環境の整備
• 公共交通の利用促進
• 自転車の利用促進

健康で安心して生活
できるまち

④ 気候変動への適応
• 災害に強いまちづくりの推進
• 熱中症対策の推進
• 漁業などへの対応

自然・資源を大切にし、
快適に暮らすまち

⑤ 持続可能なライフスタイルの推進

• 廃棄物の削減、リサイクル及び有効活用
• 配送事業の効率化促進
• ごみ収集事業の効率化
• エコドライブの普及活動
• 都市構造の変革に向けた取り組み

みんなで環境に取り組む
まち

⑥ 産学官民が一体となった地球温暖化
対策の推進

• 環境教育の推進
• 環境イベントを通じた意識啓発
• 事業者間交流、異業種交流の場の設定
• ESG経営・投資の促進

1 エネルギー・電力の使用に伴う排出量を定量的に可視化すること
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です。電動車の普及促進、公共交通機関への転換、シェアリングエコノミー等、多面的

なアプローチで当該課題に対応していきます。

④ 気候変動への適応

気候変動及び気候変動による自然災害が今後深刻化されることが予想される中、被害

を最小限に抑える取組みが必要となります。

⑤ 持続可能なライフスタイルの推進

無駄なものを購入しないことや省資源、長期使用、リユース・リサイクルをしやすい

など環境負荷の小さい製品を選択する消費行動や食品ロスの削減など、資源の効率的な

利用を通じて、本市のみならず北海道、さらには日本全体での排出量削減に貢献します。

⑥ 産学官民が一体となった地球温暖化対策の推進

事業者、学術機関、市民及び市が一体となり、情報発信や意識啓発、環境教育等を通

じて地球温暖化対策に取り組むための土台を整備することで、本計画を着実に推進しま

す。
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（２）対策の体系

温室効果ガスの排出要因や削減に向けた対策は部門ごとに異なるため、本計画書では排

出量削減に向けた取組みを部門ごとに掲載してあります。部門ごとに「現状」、「対策の基本

方向」、「市民・事業者に求められる行動」、「個別対策」を記載しており、「個別対策」では、

算出可能なものについて、その対策を実行することで削減できる可能性があり、削減量の目

安となる「削減ポテンシャル」と対策の一つの目標であり、達成度を図るうえで基準となる

「成果指標」を記載しています。複数部門にわたる取組みついては、部門別対策とは別に部

門横断的対策として設け、関連部門が連携して取り進められるようサポートしていきます。

また、気候変動への適応策については、今後気候変動が深刻化することが予想される中で、

「適応」への理解を深める必要があることから、体系に組み込んでいます。なお、エネルギ

ー転換部門及び工業プロセス分野については、掲げる削減目標は産業部門と異なるものの、

取り組むべき対策が似ていることから、産業部門と合わせて掲載することとします。

図 1 対策の体系図

室蘭市環境基本計画
長期目標：「未来につなぐ環境と産業を育てるまち むろらん」
基本目標（将来像）：地球にやさしい暮らしと環境のまち

健康で安心して生活できるまち
自然・資源を大切にし、快適に暮らすまち
みんなで環境に取り組むまち

将来像実現のための取組基本方針
①再生可能エネルギー等の最大限の活用
②住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化
③モビリティのゼロエミッション化
④気候変動への適応
⑤持続可能なライフスタイルの推進
⑥産学官民が一体となった地球温暖化対策の推進

地球温暖化対策の体系図
部門別対策

産業部門、エネルギー転換部門、工業プロセス分野
業務・その他部門
家庭部門
運輸部門
廃棄物部門

部門横断的対策

気候変動への適応策
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５－２．部門別対策

（１）産業部門、エネルギー転換部門、工業プロセス分野

■現状

本市の産業部門、エネルギー転換部門、工業プロセス分野における温室効果ガス排出量は、

2013年は 7,602千 t-CO2、2018年は 6,934千 t-CO2であり、減少傾向にありますが、本市

の排出量の 9割程度を占めています。さらに当該 3部門・分野のうち 99.7%を特定排出事
業者が占めており、こういった大規模事業者はすでに省エネ化の取組みを実施していると

想定されることから、省エネの余地は小さくなっています。

図 3 産業部門、エネルギー転換部門、工業プロセス分野の特定事業者の排出量比率

■対策の基本方向

大規模事業者（特定事業者）と中小事業者では、取組みの進捗度合や脱炭素化への認識に

差があることが想定されるため、別々に方向性を定めることとします。

大規模事業者については、既に省エネ等の取組みを実施していること、あるいは脱炭素に

関する計画を策定していることが想定されます。また、本市の主要産業である鉄鋼業におけ

る脱炭素化は、我が国の成長戦略においても重要な項目であり、国家プロジェクトとして、

国・企業・業界団体が連携して取組みが進められているところです。したがって、本市の取

組みの情報提供や連携した情報発信など、取組みをさらに推進できるよう支援をしていき

ます。

一方で、中小事業者については、再生可能エネルギー関連設備や省エネ機器の導入が経済

的に難しいことや、環境への取組み意識に差があることが想定されます。したがって、中小

事業者に対しては、そういった状況を考慮し、省エネルギー行動や受けられる補助制度、

ESG経営の必要性などに関する情報提供を中心とした対策を展開していきます。
また、業種をまたいだ優良事例の横展開や取組みの効果や現状の課題などについての情報

交換を支援することで、当該部門全体での省エネ対策や再生可能エネルギーの導入を推進

していきます。

当該 3部門・分野においては、温室効果ガス排出量の大部分を占める大規模事業者によ
る取組みの影響が大きく、現段階では対策・施策ごとの削減ポテンシャル及び成果指標は設

非特定事業者

特定事業者
99,7%

0,3%
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定せず、今後取組みの進捗度合や関係者との協議を経て、設定することとします。

■市民・事業者に求められる行動

ü オフィスを新築・リフォームする場合は、断熱化などによりエネルギー性能向上を

図る、あるいは ZEB2など、低炭素な建築物を選択する

ü 既存オフィスについては、必要に応じて屋根貸しや PPA3等の導入費用を抑えられ

る仕組みを活用し、太陽光発電設備を積極的に導入する

ü 再生可能エネルギー比率の高い電力や温室効果ガス排出量の少ない燃料への切り

替えを積極的に行う

ü BEMS、FEMS4などのエネルギーマネジメントシステムを導入し、エネルギーの

最適化を実施する

ü 環境負荷の小さい製品を積極的に採用する

ü 情報伝達手段の電子化や、会議のオンライン化、テレワークの導入などデジタル化

を進めることにより、移動による排出量を削減する

■個別対策

ZEBの普及促進

概
要

本市の産業部門に属する事務所・オフィスは、築年数が古いものが多く、今後建て替えやリ

フォームが行われることが想定されます。新築建築物については、低炭素化に適さない躯体が

一度建築されると、長期間にわたって固定化（ロックイン）されてしまうため、新築の事務

所・オフィスにおける ZEBの普及を積極的に促進していきます。

具
体
的
施
策
例

ü 支援体制の整備

ü 新築建築物への太陽光発電設備の設置及び ZEB化推進

2 Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、省エネによって使うエネルギーを削減し、創エネによって
使う分のエネルギーをつくることで、エネルギー消費量を正味（ネット）でゼロにすることを目指した建物
3 「第三者所有モデル」とも呼ばれ、PPA事業者が企業や個人の敷地や建物の屋上に、無償で太陽光発電設備を設置・維持管理して、
電気を供給する仕組み
4エネルギー使用状況の「見える化」や自動制御など、全般的なエネルギーマネジメントを可能にするシステム。家庭向けは

HEMS(Home Energy Management System)、工場向けは FEMS(Factory Energy Management System),ビル向けは BEMS(Building
Energy Management System)と呼ばれている
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省エネ改修、省エネ設備への更新の促進

概
要

高断熱性、高気密性を有す事務所・オフィスへの改修を促進し、光熱費削減や健康・業務面

でのメリットを享受しつつ、使用するエネルギー消費量の削減を図ります。

また、電力使用に伴う温室効果ガス排出量を削減するために、冷蔵庫、エアコン、給湯器等

の家電製品の省エネ仕様への切り替えや、照明設備の LED化を促進します。

具
体
的
施
策
例

ü 省エネルギーラベルの紹介

ü 既存建築物等の省エネ改修・LED化推進

ü 高効率空調設備・照明機器等導入促進

使用エネルギーの見える化・省エネの徹底

概
要

電力使用量や CO2排出量の「見える化」をすることで、電力やエネルギーの無駄な使用を削

減します。また、モニタリングにより得られたデータや知見をフィードバックすることや、市

の共有財産として幅広く活用することで、さらなる温室効果ガスの排出抑制につなげます。

具
体
的
施
策
例

ü FEMSの普及促進

ü モニタリングの結果から得られたデータや知見のフィードバック

ü 工場への省エネ支援（省エネルギー相談等）

再生可能エネルギーの導入促進

概
要

再生可能エネルギー及び蓄電池に関する情報や、受けられる補助金に関する情報を整理して

提供することなどにより、再生可能エネルギーや蓄電池等の導入を支援します。これにより、

化石燃料由来のエネルギー消費量の抑制を図り、温室効果ガスの削減を図ります。

また、バイオマスや工場排熱などの未利用エネルギーの導入可能性について検討していきま

す。

具
体
的
施
策
例

ü 再生可能エネルギー、蓄電池及びこれらの導入補助制度に関する情報提供、導入に向けた

課題やニーズの調査

ü 太陽光発電の導入促進

ü 陸上風力発電の導入促進

ü 洋上風力発電の導入に向けた検討

ü 未利用エネルギーの導入に向けた検討
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再生可能エネルギー電力の購入促進

概
要

太陽光発電設備等の導入が難しいオフィス・事務所、工場において、再生可能エネルギーに

由来する電力の購入を促進することで、使用電力の CO2排出係数の低下を図り、温室効果ガス

の削減につなげます。

具
体
的
施
策
例

ü 再生可能エネルギー電力の購入促進

事業者間情報交換、優良事例横展開などによる部門全体での排出量削減

概
要

各事業者の取組み内容や現状の課題などに関する情報交換など、当該部門全体での省エネ対

策や再生可能エネルギーの導入を推進していきます。

また、大学や研究機関との連携を通じて、カーボンニュートラル達成に必要な技術開発や新

技術の情報共有、新技術の導入などをサポートしていきます。

具
体
的
施
策
例

ü 地球温暖化対策に関する勉強会の開催

ü 未利用エネルギー、余剰エネルギーの有効活用について検討会

ü Jクレジット制度、グリーン電力証書等の活用促進

ESG経営・投資の促進

概
要

カーボンニュートラル達成に向けた取組みや ZEB・省エネ改修など、ESG経営に資するよう

なセミナーを関係機関と連携し開催することで、各取組みの重要性を認識してもらい、本計画

の円滑な遂行につなげます。

具
体
的
施
策
例

ü ESG経営等に関するセミナー等の開催
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（２）業務・その他部門

■現状

本市の業務・その他部門における温室効果ガス排出量は、2013年は 196千 t-CO2、2018
年は 220千 t-CO2であり、増加傾向にあることがわかります。一方で、人口減少を背景に、

今後は横ばいで推移すると想定しています。

■対策の基本方向

業務・その他部門においては、大手企業の支店等、既に脱炭素化に向けた取組みを実施、

あるいは計画を策定しているなど、事業者間で進捗に差があることが想定されます。先進的

な事業者には、より効果的な対策の情報提供や新技術に関する情報提供など、既に実施して

いる取組みをさらに推進できるよう支援をしていきます

一方で、これから取組みを進める中小事業者等については、再生可能エネルギー関連設備

や省エネ機器の導入が経済的に難しいことや、環境への取組み意識に差があることが想定

されます。したがって、中小事業者等に対しては、そういった状況を考慮し、省エネルギー

行動や受けられる補助制度、ESG経営の必要性などに関する情報提供を中心とした対策を
展開していきます。

また、市の率先的取組みの紹介や業種をまたいだ優良事例の横展開、取組みの効果や現状

の課題などについての情報交換を支援することで、当該部門全体での省エネ対策や再生可

能エネルギーの導入を推進していきます。

■市民・事業者に求められる行動

ü オフィスを新築・リフォームする場合は、断熱化などによりエネルギー性能向上を

図る、あるいは ZEBなど、低炭素な建築物を選択する
ü 既存オフィスについては、必要に応じて屋根貸しや PPA等の導入費用を抑えられ
る仕組みを活用し、太陽光発電設備を積極的に導入する

ü 再生可能エネルギー比率の高い電力や温室効果ガス排出量の少ない燃料への切り

替えを積極的に行う

ü BEMSなどのエネルギーマネジメントシステムを導入し、エネルギーの最適化を
実施する

ü 環境負荷の小さい製品を積極的に採用する

ü 情報伝達手段の電子化や、会議のオンライン化、テレワークの導入などデジタル化

を進めることにより、移動による排出量を削減する
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■個別対策

ZEBの
普及促進

【削減ポテンシャル】検討段階のため今後設定

【成果指標】市施設を含め、ZEB化建築事例の創設

概
要

本市の業務・その他部門に属する事務所・オフィスは、築年数が古いものが多く、今後建て

替えやリフォームが行われることが想定されます。新築建築物については、低炭素化に適さな

い躯体が一度建築されると、長期間にわたって固定化（ロックイン）されてしまうため、新築

の事務所・オフィスにおける ZEBの普及を積極的に促進していきます。

具
体
的
施
策
例

ü 支援体制の整備

ü 率先的取組みとして市施設新築建築物への太陽光発電等設備の設置及び ZEB化並びにそ

れら取組みの情報提供

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

北海道における ZEB化は他都府県に比難しく、建築事例も少ないことから、まずは ZEB化

事例の創出を目指すこととします。このような背景から、削減ポテンシャルは現段階では設定

せず、計画の進捗状況や導入事例の検証結果を考慮して今後設定します。

省エネ改修、省エネ

設備への更新の促進

【削減ポテンシャル】17.7千 t-CO2

【成果指標】市施設における LED導入割合：100%

概
要

高断熱性、高気密性を有す事務所・オフィスへの改修を促進し、光熱費削減や健康・業務面

でのメリットを享受しつつ、使用するエネルギー消費量の削減を図ります。

また、電力使用に伴う温室効果ガス排出量を削減するために、冷蔵庫、エアコン・暖房、給

湯器等の家電製品の省エネ仕様への切り替えや、照明設備の LED化を促進します。

具
体
的
施
策
例

ü 省エネルギーラベルの紹介

ü 率先的取組みとして市既存建築物等の省エネ改修・LED化推進

ü 高効率空調設備・照明機器等導入促進

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャルは、「地球温暖化対策計画」に記載されている国の削減目標量を、本市の当

該部門の従業者数で按分することで算出しました。また、「政府実行計画」にて掲げている目標

である「LED照明の導入割合：100%」を、本市でも採用することとしました。
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使用エネルギーの

見える化・省エネの徹底

【削減ポテンシャル】3.7千 t-CO2

【成果指標】検討段階のため今後設定

概
要

電力使用量や CO2排出量の「見える化」をすることで、電力やエネルギーの無駄な使用を削

減します。また、モニタリングにより得られたデータや知見をフィードバックすることや、市

の共有財産として幅広く活用することで、さらなる温室効果ガスの排出抑制につなげます。

具
体
的
施
策
例

ü 率先的取組みとして市施設への BEMS導入及びデータ活用した運用改善並びにそられ実

績・効果の情報提供

ü モニタリングの結果から得られたデータや知見のフィードバック

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャルは、「地球温暖化対策計画」に記載されている国の削減目標量を基に、本市

の当該部門の従業者数で按分することで算出しました。また、BEMS等の導入は検討段階にあ

るため、計画の進捗状況や導入事例の検証結果を考慮して今後設定します。

再生可能エネルギーの

導入促進

【削減ポテンシャル】30.0千 t-CO2

【成果指標】太陽光発電量：47,900MWh/年

陸上風力発電量：9,750MWh/年

概
要

再生可能エネルギー及び蓄電池に関する情報や、受けられる補助制度に関する情報を整理し

て提供することなどにより、再生可能エネルギーや蓄電池等の導入を支援します。これによ

り、化石燃料由来のエネルギー消費量の抑制を図り、温室効果ガスの削減を図ります。

具
体
的
施
策
例

ü 太陽光発電の導入促進

ü 率先的取組みとして市施設への太陽光発電の導入・燃料電池設置（PPAモデルを活用した

市施設駐車場へのソーラーカーポートの設置及び市既存施設への太陽光発電設置並びに未

利用公有地・公共施設跡地を活用したオフサイト PPA事業の検討）

ü 陸上風力発電の導入促進

ü 洋上風力発電の導入に向けた検討

ü 水道施設における小水力発電の事業可能性検討
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削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

本市における 2030（R12）年度の太陽光発電の導入目標量は、2030（R12）年度の電力消費

量を推算し、国の掲げている 2030（R12）年度の電源構成比で按分することで算出していま

す。陸上風力発電については、2030（R12）年度の導入量が 2020（R2）年度実績の 2倍（増

加率 100%）になるものと設定して算出しました。また、太陽光発電については、北海道地球温

暖化対策推進計画を基に、住宅及び非住宅への導入目標量をそれぞれ設定しました。（下図参

照）

上述の非住宅への導入目標量の内、約半分が当該部門へ寄与すると仮定し（もう半分は産業

部門等へ寄与）、当該部門への太陽光発電の導入目標量を設定しました。陸上風力発電について

も同様に、約半分が当該部門へ寄与すると仮定し、導入目標量を設定しました。

削減ポテンシャルについては、再生可能エネルギーの新規導入量を CO2削減量に換算するこ

とで算出しました。

太陽光発電 陸上風力発電
目標設定の考え方 目標設定の考え方

室蘭市の
電力消費量
（2019年）

太陽光
（14～16%）

陸上風力
（5%）

・・・

２
０
３
０
年
度
の
電
源
構
成
比

で
按
分

室蘭市の
電力消費量
（2030年）

*1

*1:「自治体排出量カルテ」環境省より引用、*2:「電力調査統計 結果概要 【2019年度分】」資源エネルギー庁（2020年）、*3: 「2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」資源エネルギー庁（令和3年）、*4:北
海道地球温暖化対策推進計画(第3次)[改定版]の新エネ導入目標を基に、住宅、非住宅の割合を決定、*5:太陽光発電と同様のアプローチで推算した場合、室蘭市再エネポテンシャルの84%となったため、当該手法を採用

全
国
の
電
力
消
費
量（
実
績
値
）

及
び
将
来
の
全
国
電
力
需
要
予
想

よ
り
推
算

*2*3
*3

導入量推移 導入量推移

*4*1

室蘭市の
陸上風力発電

導入量
（2020年）

室蘭市の
陸上風力発電
導入量目標
（2030年）

増加率を定義
（増加率：100%）

*5

火力発電

9,709

19,418

42,835

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000

MWh/年

2030年2020年

室蘭市再エネポテンシャル（陸上風力）
陸上風力

17,497

95,714

20,000

560,000

0

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

580,000 568,154

2,867
2020年

MWh/年

12,193

2030年

20,364

107,907
太陽光（非住宅）

室蘭市再エネポテンシャル（太陽光）
太陽光（住宅）

*1

再生可能エネルギー

電力の購入促進

【削減ポテンシャル】31.2千 t-CO2

【成果指標】当該部門における電力の再生可能エネルギー比率：50%

概
要

太陽光発電設備の導入が難しい事務所・オフィスにおいて、再生可能エネルギー電力の購入

を促進することで、使用電力の CO2排出係数の低下を図り、温室効果ガスの削減の削減につな

げます。

具
体
的
施
策
例

ü 率先的取組みとして市施設における再生可能エネルギー電力の調達

ü 北海道等と連携した再生可能エネルギー電力の共同購入支援

ü 新ごみ処理施設による発電電力の活用
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削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

当該部門の 2030年電力消費量の 50%を再生可能エネルギー由来とすることを目標とし、再

生可能エネルギーの導入によっても不足する分を購入することを想定しています。削減ポテン

シャルは購入分を CO2削減量に換算することで算出しました。

事業者間情報交換、優良事例横展開

などによる部門全体での排出量削減

【削減ポテンシャル】他の施策に包含

【成果指標】勉強会・セミナー等の開催回数：2回/年

概
要

各事業者の取組み内容や現状の課題などに関する情報交換等、当該部門全体での省エネ対策

や再生可能エネルギーの導入を推進していきます。

また、大学や研究機関との連携を通じて、カーボンニュートラル達成に必要な技術開発や新

技術の情報共有、新技術の導入などをサポートしていきます。

具
体
的
施
策
例

ü 地球温暖化対策に関する勉強会の開催及び開催支援

ü 未利用エネルギー、余剰エネルギーの有効活用について検討会

ü Jクレジット制度、グリーン電力証書等の活用促進

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

成果指標については、勉強会・セミナー等を年 2回開催することを目標とします。また、こ

れらの施策は、本計画を効率的かつ効果的に実行するための位置づけであることから、削減ポ

テンシャルは他の施策にて算出済みとなっています。

ESG経営・投資の促進 【削減ポテンシャル】他の施策に包含

【成果指標】勉強会・セミナー等の開催回数：2回/年

概
要

カーボンニュートラル達成に向けた取組みや ZEB・省エネ改修など、ESG経営に資するよう

なセミナーを関係機関と連携し開催することで、各取組みの重要性を認識してもらい、本計画

の円滑な遂行につなげます。

具
体
的
施
策
例

ü ESG経営等に関するセミナーの開催及び開催支援（関係機関と連携）

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

成果指標については、勉強会・セミナー等を年 2回開催することを目標とします。また、こ

れらの施策は、本計画を効率的かつ効果的に実行するための位置づけであることから、削減ポ

テンシャルは他の施策にて算出済みとなっています。
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（３）家庭部門

■現状

本市の家庭部門における温室効果ガス排出量は、2013年は 256千 t-CO2、2018年は 222
千 t-CO2であり、減少傾向にあります。その背景として、人口減少及び世帯数の減少が考え

られます。また、市民 1人あたりの排出量は、2013年は 2.8t-CO2/人、2018年は 2.6t-CO2

と減少しており、省エネ意識の高まりも一つの要因であると推察できます。

■対策の基本方向

家庭部門での温室効果ガス削減は、建物及び住宅設備の省エネ化、再生可能エネルギーの

導入、個々人の省エネに対する意識の向上が重要なカギとなります。

建物及び住宅設備の省エネ化については、家を建てる際、あるいはリフォームする際に省

エネ基準の高い設備を選定してもらうことが重要になります。再生可能エネルギーの導入

については、経済性や技術、利用可能な補助制度の正確かつ迅速な情報周知が必要になりま

す。また、家庭における電力使用に伴う温室効果ガスの排出量は、どの様な電力を買ってい

るか・使用しているかに大きく左右され、再生可能エネルギー電力など CO2排出係数の小

さい電力を選択することも重要です。省エネや再生可能エネルギー電力の購入に対する意

識の向上については、環境教育・啓発活動や排出量の「見える化」など、個々人の行動を変

容するきっかけ作りが必要になります。

■市民・事業者に求められる行動

ü 住宅を新築・購入・リフォームする場合は、ZEH5等低炭素な建築物の選択に努め

る

ü 既存住宅については、必要に応じて屋根貸し PPA等の導入費用を抑えられる仕組
みを活用するなど、太陽光発電設備を積極的に導入する

ü 再生可能エネルギー比率の高い電力利用への切り替えを積極的に行う

ü HEMSなどのエネルギーマネジメントシステムを導入し、エネルギーの最適化を
実施する

ü 住宅設備については、更新のタイミングでより省エネ性能の高いものを選択する

ü 日常的に省エネに資する取組みを心がける

5 Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略称で、省エネによって使うエネルギーを削減し、創エネによっ
て使う分のエネルギーをつくることで、エネルギー消費量を正味（ネット）でゼロにすることを目指した住宅
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■個別対策

住宅の ZEH化
の普及促進

【削減ポテンシャル】1.8千 t-CO2

【成果指標】新築住宅の ZEH化軒数：600軒

概
要

本市の住宅は築年数が古いものが多いことから、今後建て替えやリフォームが行われること

が想定されており、実際に毎年 200軒ほど新築住宅が建築されています6 。新築住宅について

は、低炭素化に適さない躯体が一度建築されると、長期間にわたって固定化（ロックイン）さ

れてしまうため、新築住宅における ZEHの普及を積極的に促進していきます。

具
体
的
施
策
例

ü 一部区画において ZEH建築を条件とした公有地売却

ü ZEH建築推進のための情報提供及び助成事業の検討

ü 建築事業者に対する先進技術等 ZEH建築に関する情報提供

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャル及び成果指標は、下図の通り、「本市の新設住宅着工件数」「ZEH導入割

合」「ZEH一軒あたりの CO2削減量」を用いて算出しました。「ZEH導入割合」については、

全国の新築住宅の ZEH化率の推移が 2020年以降も線形的に増加すると仮定して算出しまし

た。

「住宅のZEH化」での削減量の算出方法

室蘭市の新設住宅着工件数 ZEH導入割合 ZEH一軒あたりのCO2削減量

線形的に
増加すると
仮定

室蘭市における過去10年間の新設住宅着工件数
が横ばいであったため、2022年以降の着工件数は、
2012～2021年の平均値（196件/年）とした 戸建て1軒あたりの

CO2排出量 ZEHによる削減率

4.05トン/年 75%
（Nearly ZEH基準）

*1

*1:「住宅着工統計」国土交通省（2022年）より引用、*2:「ZEHの普及促進に向けた政策動向と令和4年度の関連予算案」資源エネルギー庁（令和4年3月）より引用、*3:環境省HP「家庭からのCO2排出量を知る（全体概
況）」より引用

*2

*3

省エネ改修、省エネ

設備への更新の促進

【削減ポテンシャル】20.7千 t-CO2

【成果指標】検討段階のため今後設定

概
要

高断熱性、高気密性を有す住宅への改修を促進し、光熱費削減や健康・生活面でのメリット

を享受しつつ、住宅で使用するエネルギー消費量の削減を図ります。

また、家庭において排出される CO2のうち、電力の使用によるものが多いことから、テレ

ビ、冷蔵庫、エアコン等の家電製品の省エネ仕様への切り替えや、照明設備の LED化を促進し

ます。

具
体
的
施
策
例

ü 既存住宅へ窓、玄関、断熱材等高性能建材への改修を対象とする各種助成制度の情報提供

（既存住宅断熱改修助成事業等）

ü 改修による CO2削減量及び費用対効果の紹介

ü 省エネルギーラベルの紹介

6
「住宅着工統計」国土交通省（2020）より引用
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削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャルは、「地球温暖化対策計画」に記載されている国の削減目標量を基に、本市

の世帯数で按分することで算出しました。成果指標については、計画の進捗状況や導入事例の

検証結果を考慮して今後設定します。

使用エネルギーの見え

る化・省エネの徹底

【削減ポテンシャル】4.1千 t-CO2

【成果指標】検討段階のため今後設定

概
要

電力使用量や CO2排出量の「見える化」をすることで、電力やエネルギーの無駄な使用を削

減します。また、モニタリングにより得られたデータや知見をフィードバックすることや、市

の共有財産として幅広く活用することで、さらなる温室効果ガスの排出抑制につなげます。

具
体
的
施
策
例

ü 北海道庁が開発予定の家庭での CO2排出量を「見える化」できるアプリの普及促進

ü HEMSの普及促進

ü モニタリングの結果から得られたデータや知見のフィードバック

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャルは、「地球温暖化対策計画」に記載されている国の削減目標量を基に、本市

の世帯数で按分することで算出しました。また、HEMS等の導入は検討段階にあるため、計画

の進捗状況や導入事例の検証結果を考慮して今後設定します。

再生可能エネルギーの

導入促進

【削減ポテンシャル】6.3千 t-CO2

【成果指標】太陽光発電量：12,200MWh/年

概
要

再生可能エネルギーや蓄電池に関する情報や、受けられる補助制度に関する情報を整理して

提供することなどにより、再生可能エネルギーや蓄電池等の導入を支援します。これにより、

化石燃料由来のエネルギー消費量の抑制を図り、温室効果ガスの削減を図ります。また、導入

に向けた課題やニーズを調査し、それに向けた対策を行います。

具
体
的
施
策
例

ü 太陽光発電の導入促進（再生可能エネルギーや蓄電池、補助制度に関する情報提供、導入

に向けた課題やニーズの調査）

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

本市における住宅への太陽光発電の導入量（業務・その他部門の「再生可能エネルギーの導

入促進」を参照）を成果指標に設定しました。削減ポテンシャルについては、再生可能エネル

ギーの新規導入量を CO2削減量に換算することで算出しました。
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再生可能エネルギー

電力の購入促進

【削減ポテンシャル】6.1千 t-CO2

【成果指標】当該部門における電力の再生可能エネルギー比率：15%

概
要

太陽光発電設備の導入が難しい住宅において、再生可能エネルギー電力の購入を促進するこ

とで、使用電力の排出係数の低下を図り、温室効果ガスの削減の削減につなげます。

具
体
的
施
策
例

ü 北海道等と連携した再生可能エネルギー電力の共同購入支援

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

当該部門の 2030年電力消費量の 15%を再生エネルギー由来とすることを目標とし、再生エ

ネルギーの導入によっても不足する分を購入することを想定しています。削減ポテンシャルは

購入分を CO2削減量に換算することで算出しました。

環境イベントを通じた意識啓発 【削減ポテンシャル】他の施策に包含

【成果指標】環境イベント・セミナー等の開催回数：2回/年

概
要

幅広い年齢層が参加可能な環境イベント等を通じて、市民の取組みの意識を高める啓発活動

を実施します。そこで学んだ内容を個々人が実生活で活用することにより、市全域での温室効

果ガス排出量の削減を図ります。

具
体
的
施
策
例

ü 支援体制の整備

ü 省エネ、脱炭素化に関する環境イベント・セミナー等の開催

ü 市施設での啓発活動

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

成果指標については、勉強会・セミナー等を年 2回開催することを目標とします。また、こ

れらの施策は、本計画を効率的かつ効果的に実行するための位置づけであることから、削減ポ

テンシャルは他の施策にて算出済みとなっています。
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環境教育の推進 【削減ポテンシャル】他の施策に包含

【成果指標】小中学校への出前事業の開催校数：5校/年

概
要

小中学校等と連携しつつ、教材の作成や出前授業などで、環境に関する幅広い知識を学べる

機会を提供します。また、環境に関する情報を広く展開することができる人材の育成を目指し

ます。

具
体
的
施
策
例

ü 支援体制の整備

ü 小中学生に向けた環境教育教材の作成

ü 省エネ、脱炭素化に関するセミナーの開催

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

成果指標については、勉強会・セミナー等を年 2回開催することを目標とします。また、こ

れらの施策は、本計画を効率的かつ効果的に実行するための位置づけであることから、削減ポ

テンシャルは他の施策にて算出済みとなっています。
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（４）運輸部門

■現状

本市の運輸部門における温室効果ガス排出量は、2013年は 219千 t-CO2、2018年は 198
千 t-CO2であり、減少傾向にあります。その背景として、人口減少に伴い自動車保有台数が

減少傾向にあることや自動車の燃料消費効率が向上していることが考えられます。

また、運輸部門の CO2排出量のうち、自動車によるものが約 7割を占めており、重点的
な対策が必要となります。

図 4 運輸部門の CO2排出量内訳（2018年）

■対策の基本方向

約 7割を占める自動車による排出への対策を重点的に実施することで、運輸部門の排出
量削減を図ります。運輸部門の温室効果ガス削減のためには、自動車の低燃費化、移動手段

の公共交通機関への転換、エコドライブなどの低燃費な運転の推進がカギとなります。

自動車の低燃費化については、電気自動車（EV）や水素を燃料とした燃料電池自動車
（FCV）などの電動車7の普及に向けた検討を進めていきます。公共交通機関への転換につ

いては、電車、バスの利用環境を改善することで、自動車の利用低減を図ります。加えて、

環境に優しい運転方法を発信することで、運転の最適化による排出量低減も図ります。

■市民・事業者に求められる行動

ü 新車を購入する際は、電動車を選択し、自動車による排出量の削減に努める

ü アイドリングストップ等のエコドライブに努め、無駄な燃料消費を抑える

ü 公共交通機関や自転車、EVカーシェアリングの利用など環境負荷の少ない移動手
段を選択する

71.2%

27.3%

自動車

鉄道 1.5%

船舶

7 電力を車の動力の一部あるいは全部を使用して走行する自動車を指し、電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHV）、ハイ
ブリッド車（HV）、燃料電池車（FCV）が該当する
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■個別対策

電動車の普及促進・利用環

境の整備

【削減ポテンシャル】0.7千 t-CO2

【成果指標】FCV導入数 ：48台

EV導入数 ：1,088台

概
要

電動車に関する教育や情報提供、国の補助金などの優遇措置に関する情報提供、充電施設や

水素充てん施設の整備を進めることで、電動車の普及促進を図ります。利用環境の整備におい

ては、市施設への EV急速充電器の設置に加え、近隣自治体とも連携し、広域的かつ効率的に

取組みを進めていきます。

また、公用車についてもリース等更新のタイミングにて、代替可能な車種がない場合を除き

電動車への更新を原則とします。導入した電動車については、市民への環境教育に利用するこ

とや、休日にカーシェアリングとして貸し出すこと等も視野に入れ、市民の電動車の利用機会

創出につなげる取組みを進めていきます。

具
体
的
施
策
例

ü 市施設への EV急速充電設備の設置

ü 公用車の電動車化

ü 公用車の EVのカーシェアリング事業

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

2030年における本市の FCV、EV数を下記手法により推算し、燃費・電費、年間平均走行距

離より CO2削減ポテンシャルを算出しました。

*1: 日刊自動車新聞（2021年5月13日）より、2021年4月の札幌・室蘭管内での新車登録台数（乗用車2,319台、RV2,880台）を基に12か月分を算出
*2: 現在のFCV19台が2021年に購入されたと仮定した場合の新車に対するFCVの割合（19台/62,388台）
*3: 全国の乗用車数に対する国のFCV普及目標値（ 800,000台*10 / 58,713,568台*9 ）
*4: 4の2021年数値へ、北海道の2021年に対する2030年の人口の割合（93%）を掛けて、2030年時点の数値を算出。

室蘭市の2030年時点人口が不明の為、北海道の人口変化にて代替。
*5: 1の2021年数値へ、2021年に対する2030年の人口の割合（全国＝95%、北海道＝93%）を掛けて、2030年時点の数値を算出

全国人口 2021年時点：総務省統計局「人口推計」（2021年1月1日時点）
2030年時点：内閣府「令和3年版高齢社会白書」（2021年6月11日）

北海道人口 2021年時点：2019年数値（統計局「人口推計（2019年（令和元年）10月1日現在）」）から2030年時点の人口の成長率より算出
2030年時点：北海当局「北海道開発分科会 第5回計画推進部会 資料4」（2020年6月15日）より

*6:一般社団法人 日本自動車販売協会連合会「燃料別販売台数（乗用車）」より引用
*7:2030年までに新車販売台数の20～30%をEVにするという、政府の掲げている目標を採用

2030年における室蘭市のFC乗用車数の推算手法 2030年における室蘭市のEV数の推算手法
室蘭・札幌圏のFC乗用車数（現実ベース）
室蘭・札幌圏の年間新車販売台数（62,388台*1 ）のFCV率が
2021年の0.03%*2から2030年の1.4%*3まで同成長率で増加した場合の
2021年から2030年の合計FCV数
＝2,485台

室蘭市のFC乗用車数（現実ベース）
＝室蘭・札幌圏のFC乗用車数（現実ベース）× 室蘭市の乗用車数 /
室蘭・札幌圏の乗用車数
＝2,485台 × 28,525台*4 / 1,490,277 *5台
＝48台

室蘭・札幌圏のEV数
室蘭・札幌圏の年間新車販売台数（62,388台*1 ）のEV率が
2021年の0.9%*6から2030年の30.0%*7まで同成長率で増加した場合の
2021年から2030年の合計EV数
＝56,824台

室蘭市のEV数
＝室蘭・札幌圏のEV数× 室蘭市の乗用車数 /室蘭・札幌圏の乗用車
数
＝56,824台 × 28,525台*4 / 1,490,277 *5台
＝1,088台
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公共交通機関の利用促進 【削減ポテンシャル】1.2千 t-CO2

【成果指標】JR年間利用率：13.1

路線バス年間利用率：60.2

概
要

第 3章にて説明した通り、本市の交通機関分担率は自動車が 78.0%と大部分を占めているの

に対し、公共交通機関は 5.7%と極めて低い状況にあります。公共交通機関は自動車と比較して

低炭素な移動手段であることから、利便性を向上することで、自動車からの利用転換を図りま

す。

具
体
的
施
策
例

ü 駅、バス停及び周辺施設の快適化（待合環境の改善、ICTを活用したサービスの向上等）

ü 室蘭MaaSプロジェクト「いってきマース」の推進

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャルは、「地球温暖化対策計画」に記載されている国の削減目標量を基に、本市

の自動車保有台数で按分することで算出しました。また、JR年間利用率を 13.1、路線バス年間

利用率を 60.2として成果指標を設定することで、公共交通機関の積極的な利用につなげます。

自転車の利用促進 【削減ポテンシャル】0.2千 t-CO2

【成果指標】設定なし

概
要

坂道が多いことや冬期間利用できないなど、本市の特性として難しい側面もありますが、自

転車を利用することの環境面での意義を市民へ周知することで、可能な範囲で日常生活におけ

る自転車の利用を促進します。

具
体
的
施
策
例

ü 自転車利用の普及啓発

ü 駐輪場及び走行環境の整備

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャルは、「地球温暖化対策計画」に記載されている国の削減目標量を基に、本市

の自動車保有台数で按分することで算出しました。上述の通り、本市の特性として自転車の利

用が難しいため、成果指標は設定しないこととします。
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エコドライブの普及活動 【削減ポテンシャル】4.9 千 t-CO2

【成果指標】イベント等での活動回数：2回/年

概
要

エコドライブとは、「環境に配慮した自動車の使用」を指し、具体例として穏やかな発進を心

がけることや、無駄なアイドリングを避ける等が挙げられます。こうすることで、燃料の節約

に努め、排出量の削減を図ります。

具
体
的
施
策
例

ü エコドライブについての情報発信、啓発活動

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャルは、「地球温暖化対策計画」に記載されている国の削減目標量を基に、本市

の自動車保有台数で按分することで算出しました。また、成果指標については、エコドライブを

呼びかけるイベント等を年 2回開催することを目標とします。

配送事業の効率化促進 【削減ポテンシャル】12.1 千 t-CO2

【成果指標】検討段階のため今後設定

概
要

近年の EC8市場の拡大、単独世代・共働き世代の増加、国民のライフスタイルの変容を背景

として、宅配便の再配達数が増加しています。再配達を削減することで配送事業を効率的に運

営し、温室効果ガス排出の抑制を図ります。

具
体
的
施
策
例

ü 再配達削減に向けた普及啓発

ü SNS（LINE等）を活用し、配送事業者と連携することによる再配達回数の削減

ü 宅配ボックスの普及促進

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

削減ポテンシャルは、「地球温暖化対策計画」に記載されている国の削減目標量を基に、本市

の自動車保有台数で按分することで算出しました。また、本取組みは検討段階にあるため、計画

の進捗状況や導入事例の検証結果を考慮して今後設定します。

8 Electronic Commerce という言葉に由来する造語で、商品やサービスをインターネット上で売買するビジネスモデルを指す（例：
amazon、楽天）
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ごみ収集事業の効率化 【削減ポテンシャル】実証中であり、今後解析

【成果指標】実証中であり、今後設定

概
要

本市では 2021年より、ICT（情報通信技術）を活用して、ごみを効率収集する実証事業を開

始しています。ごみ収集事業の効率化により CO2削減につながった環境価値をクレジット化

し、市施設等で活用する検討について、今後取り進めていきます。

具
体
的
施
策
例

ü ごみ収集事業の効率化によるカーボンクレジット化検討

削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
・

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

本取組みは、現在実証段階にあるため、実証実験にて得られたデータを解析することで、今

後削減ポテンシャル及び成果指標を設定します。
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（５）廃棄物分野

■現状

第 3章にて説明した通り、本市における家庭系・事務系ごみの排出量は、若干の減少傾向
にあります。一方で、家庭系ごみ 1人あたりの平均排出量については、2020（R2）年は 551
g/人/日であるのに対し、一般廃棄物処理基本計画にて掲げている目標値は 524 g/人/日であ
り、更なる削減が必要となります。また、リサイクル比率に関しては、北海道平均よりやや

低くなっており、リサイクルの推進も今後取り進めていく必要があります。

■対策の基本方向

廃棄物部門の温室効果ガス削減のためには、廃棄物の削減、リサイクルの推進、廃棄物の

エネルギー資源としての有効活用がカギとなります。

廃棄物の削減については今後も継続して 5R の取組みを推進していきます。リサイクル
について、これまで以上に取組みを徹底することや対象範囲を拡充することを検討します。

廃棄物のエネルギー資源としての有効活用については、焼却にて発生する熱を電力へ変換

する「ごみ処理発電」の活用を取り進めていきます。

なお、廃棄物の削減は非エネルギー起源 CO2の削減に、リサイクルの推進および廃棄物
のエネルギー資源としての有効活用はエネルギー起源 CO2の削減に寄与します。
また、廃棄物分野における CO2排出量の内、産業廃棄物によるものが大部分を占めてい

ることから、一般廃棄物の削減による効果は限定的となっています。そのため、現段階では

削減ポテンシャルを設定せず、今後取組みの進捗度合や産業廃棄物を多く廃棄している事

業者との協議を経て、設定することとします。

図 5 廃棄物部門の CO2排出量内訳（2018年）

■市民・事業者に求められる行動

ü 日常的に 5Rを意識した行動を心がける

一般廃棄物

93,3%

産業廃棄物

6,7%
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■個別対策

廃棄物の削減 【成果指標】本市のごみ排出量単位：1,110g/日・人

概
要

廃棄物の削減は、ごみ処理に伴う温室効果ガス排出量の削減のみならず、生産・輸送工程も

含めたサプライチェーン全体での削減につながります。したがって、ごみを排出しない取組み

を積極的に推進し、リユース、あるいはリサイクルの可能性を検討することが重要になりま

す。

また、日本では年間 500万トン以上の食品ロスが発生しており、内約半分の 247万トンが

家庭から発生しています9。食品ロスについても同様のことが言えるため、食品ロスも含めて、

破棄物の削減に努める必要があります。

具
体
的
施
策
例

ü 生ごみ処理機等購入費助成

ü 5Rの推進

ü 食品ロスの削減と食品廃棄物の減量化

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

成果指標については、室蘭市一般廃棄物処理基本計画に記載されている 1日 1人あたりの排

出量の目標値を採用しました。

資料：環境省・気候変動適応情報プラットフォームより本市作成

9 農林水産省 HP「食品ロスとは」より引用
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リサイクルの推進 【成果指標】本市のリサイクル率：23.9%

概
要

事業者から排出される産業廃棄物プラスチック（廃プラ）は、正しく分別し、リユース、リ

サイクルを行うことで、ごみ処理量および使用原料の削減につながります。また、空き缶・空

きびん・ペットボトル及び古紙についても引き続きリサイクルを推進します。

具
体
的
施
策
例

ü 5Rの推進

ü 市施設排出の不要備品のリユース及び古紙等リサイクルの推進

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

拠 成果指標については、室蘭市一般廃棄物処理基本計画に記載されているリサイクル率の目標

値を採用しました。

廃棄物処理に伴うエネルギ

ー資源の効果的な活用

【成果指標】ごみ処理発電設備の導入及びその電力の使用

概
要

廃棄物を焼却処理する際に生じる熱源を有効活用することで、エネルギー消費量の削減を図

ります。現在建設中の西いぶり広域連合新中間処理施設において、これまで以上に効率的な廃

棄物発電設備の導入が進められています。

具
体
的
施
策
例

ü 西いぶり広域連合新中間処理施設における効率的なごみ処理発電設備の活用

成
果
指
標
の
算
出
根
拠

ごみ処理発電設備の導入に加え、得られた電力を地産地消することを目標とします。



【区域施策編】

61

５－３．部門横断的対策

（１）水素社会実現に向けた取組み

■対策の基本方向

様々なエネルギーの中で、利用時に温室効果ガスを排出しないことからクリーンなエネ

ルギーとして注目されている水素は、2050年カーボンニュートラルの達成、エネルギー安
全保障の確保、再生可能エネルギーの出力変動への対応、新産業の創出といった観点から、

近年更なる注目を浴びています。国内においても、グリーン成長戦略の 14の重点分野の一
つに選定されており、今後グリーンイノベーション基金等を通じて、取組みが加速すること

が想定されます。

一方で、水素社会実現のためには、技術面、コスト面、制度面、インフラ面で今なお解決

すべき課題が多い状況です。本市においても、水素社会の実現に向けて様々な取組みを進め

ていきます。

本市では、FCVの普及促進及び水素サプライチェーンの構築に向けた取組みを民間事業
者、関係団体等と連携しながら取り進めていきます。

尚、本取組みにおいては、現在検討段階であることから対策・施策ごとの削減ポテンシャ

ル及び成果指標は設定せず、今後取組みの進捗度合や関係者との協議を経て、設定すること

とします。

■個別対策

FCVの普及促進

概
要

FCVとは「Fuel Cell Vehicle」の略で、「燃料電池自動車」を指します。水素と酸素の化学反

応から電力を生成するため、温室効果ガスを全く排出しない究極のエコカーです。

公用車としての FCVの導入や、水素ステーションの整備を通じて、FCVの積極的な導入を

促すとともに、将来的には FCバス、FCトラック等の普及促進も行っていきます。

具
体
的
施
策
例

ü FCVの普及促進

ü 水素ステーションの利用促進
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（２）脱炭素なまちづくりの推進

部門を横断した、あるいは市全体で推進する温室効果ガス削減に向けた取組みは、脱炭素

なまちづくりにつなげることができます。本計画では、再生可能エネルギーの地産地消及び

都市構造の変革の 2項目を重点的に取り進めていきます。
尚、本取組みにおいても、現在検討段階であることから対策・施策ごとの削減ポテンシャ

ル及び成果指標は設定せず、今後取組みの進捗度合や関係者との協議を経て、設定すること

とします。

水素サプライチェーンの構築に向けた取組み

概
要

市内の水素ポテンシャルの調査に加え、市内事業者や他の市町村と連携をして、本市の産業

特性及びポテンシャルを活かした、国内の地産地消及び輸入水素のサプライチェーンの構築に

向けた取組みを進めていきます。また、水素関連事業や再生可能エネルギー事業、それらに関

連する企業を誘致することで、地域経済の活性化にもつなげていきます。

具
体
的
施
策
例

ü 水素ポテンシャルの調査

ü 水素関連事業の参入・立地促進等

再生可能エネルギーの地産地消

概
要

再生可能エネルギーの地産地消は、市内の温室効果ガス排出量の削減につながるだけではな

く、災害時にも使用することができることから、レジリエンスの向上に資するものとなりま

す。地産地消に向けた手法は自己託送・地域新電力・小売連携の 3つに分類でき、最大限メリ

ットを享受できる手法についても、併せて検討していきます。

また、再生可能エネルギー関連事業を市内に積極的に誘致することで、地域経済の活性化と

カーボンニュートラル化を目指します。

具
体
的
施
策
例

ü ごみ処理発電の活用検討

ü 水道施設における小水力発電の事業可能性検討

ü 再生可能エネルギー関連事業の参入・立地促進等

ü 地産地消に資する取組み検討
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都市構造の変革に向けた取組み

概
要

脱炭素なまちづくりのためには、人口の減少に伴い都市機能を集約化し、エネルギーを効率

的に利用する必要があります。また、AIや IOT等の技術をまちづくりに取り入れ、生活の質の

向上や都市活動の効率化につなげることも視野にいれて、取組みを進めていきます。加えて、

国の制度や支援を活用した取組みも実施し、様々な角度から都市構造の変革へアプローチしま

す。

具
体
的
施
策
例

ü 集約型都市構造への転換検討

ü スマートシティ10に向けた取組みの推進

ü 脱炭素先行地域11に向けた取組み検討

10 ICT 等の新技術を活用しつつ、マネジメント(計画、整備、管理・運営等)の高度化により、都市や地域の抱える諸課題の解決を行い、
また新たな価値を創出し続ける、持続可能な都市や地域（内閣府 HP「スマートシティ」より引用）
11 2030年までに民生部門の電気由来の CO2排出のカーボンニュートラルを実現することを目指す地域
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５－４．気候変動への適応策

第 2章にて述べた通り、人為的な地球温暖化由来の自然災害や気候変動が顕在化し始め
ています。2050年カーボンニュートラルに向けた取組みを着実に進めることにより、産業
革命当時の平均気温から+1.5℃以内に抑えることができたとしても、今以上の被害が生じ
る可能性が非常に高いと考えられます。こうした長期的に避けられない影響・被害を回避・

軽減するための対策が「適応策」であり、確実に実施していく必要性があること、また、理

解を深め取組みを進めていく必要性があることから本計画に盛り込んでいます。

本市では、「災害に強いまちづくりの推進」を重点項目とし、「熱中症対策の推進」、「漁業

などへの対応」等についても、取組みを進めていきます。

なお、本取組みは適応策であることから、対策・施策ごとの削減ポテンシャル及び成果指

標は設定しないこととします。

災害に強いまちづくりの推進

概
要

再生可能エネルギーや FCVをはじめとする電動車は災害等の非常時でも発電できることか

ら、非常用電源としても注目されています。災害が起こった際に、再生可能エネルギーや電動

車を活用することで停電による影響を最小限に抑え、BCP（業務継続計画）に資することがで

き、また、被災者の不安を軽減することができます。

以上より、気候変動による自然災害へのレジリエンス向上に向け、分散型電源の導入、再生

可能エネルギーの地産地消、FCV等電動車の導入促進を取り進めていきます。また、再生可能

エネルギーを災害時にも活用できるよう、蓄電池の導入を促進します。

具
体
的
施
策
例

ü 災害に対するレジリエンス向上等に向けた再生可能エネルギーの導入

ü FCV等電動車の導入促進

ü 蓄電池の利活用の促進

熱中症対策の推進

概
要

熱中症は、暑さ指数（WBGT）が 28℃（厳重警戒）を超えると患者数が著しく増加すること

が報告されており、今後温暖化が深刻化するにつれて患者数も増加することが想定されます。

熱中症は生命にかかわる病気ではあるものの、予防法・対策を知っていれば防ぐことができま

すが、本市は夏季も冷涼な気候であったことから、熱中症対策を意識している市民が少ないこ

とが想定され、これまで以上に熱中症対策を推進していきます。

具
体
的
施
策
例

ü 熱中症の予防及び対処法の普及啓発

ü 学校における熱中症およびWBGTに関する教育

ü ホームページ等を通じた「暑さ指数」の提供・注意喚起
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漁業などへの対応

概
要

地球温暖化は海水温の上昇と海洋酸性化につながり、本市の水産業へ、不可逆的な影響を及

ぼす可能性があります。海水温の上昇に関して、日本近海の海域平均海面水はここ 100年で

1.19℃上昇したと報告されています。海洋酸性化に関して、1750年から現代までに、表面海水

中の pHは 0.1程度低下したと報告されています。

これら変化の影響により、水揚げ魚種の変化や水揚げ量の減少が観測された地域もありま

す。本市周辺の海域における影響について注視するとともに、国内外の情報収集に努めます。

具
体
的
施
策
例

ü 国内外における最新の調査等に関する情報収集
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５－５．総削減ポテンシャル（業務・その他、家庭、運輸部門）

方針 対策
削減ポテンシャル（千 t-CO2）

業務・その他 家庭 運輸

①再生可能エネルギ

ーの最大限の活用

Ø 再生可能エネルギーの導入促進

Ø 再生可能エネルギー電力の購入促進

Ø 再生可能エネルギーの地産地消

Ø 水素社会の実現に向けた取組み 61.3 12.5

-

②住宅・建築物のネ

ット・ゼロ・エネル

ギー化

Ø ZEH/ZEBの普及促進

Ø 省エネ改修、省エネ設備への更新の促進

Ø 使用エネルギーの見える化・省エネの徹底 21.3 26.5

-

③モビリティの

ゼロエミッション化

Ø 電動車の普及促進・利用環境の整備

Ø 公共交通機関の利用促進

Ø 自転車の利用促進

Ø コンパクトシティの推進

- -

2.1

④気候変動への適応 Ø 災害に強いまちづくりの推進

Ø 熱中症対策の推進

Ø 漁業等への対応

-

⑤持続可能なライフ

スタイルの推進

Ø 廃棄物の削減、リサイクルの推進及び廃棄物処

理に伴うエネルギー資源の効果的な活用

Ø 配送事業の効率化促進

Ø ごみ収集事業の効率化

Ø エコドライブの普及活動

Ø 都市構造の変革に向けた取り組み

- -

17.0

⑥産学官民が一体と

なった地球温暖化対

策の推進

Ø 環境教育の推進

Ø 環境イベントを通じた意識啓発

Ø 事業者間情報交換、優良事例横展開などによる

部門全体での排出量削減

Ø ESG経営・投資の促進

-

対策による削減ポテンシャル 82.6 39.0 19.2

電力の排出係数低下による削減ポテンシャル 38.9 44.3 -

鉄道・船舶の燃料消費効率向上による寄与削減ポテンシャル - - 9.2

削減ポテンシャル合計 121.5 83.2 28.4

排出量（2030年度）

削減量（2013年度比）

98.5

▲50%

101.1

▲61%

149.6

▲32%

本市の削減目標（2013年度比） ▲51% ▲66% ▲35%
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燃料消費効率向上分については、国の削減目標を鉄道利用者数、あるいは入港船舶総トン

数で按分することにより算出しました。現時点での総削減ポテンシャルは、本市の掲げる目

標に達していませんが、不足分を補えるよう取組みを推進していきます。
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５－６．排出量削減対策のロードマップ

（別ファイル）
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５－７．地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項

2021年 3月に改正され、2022年 4月より施行された地球温暖化対策推進法では、2050
年カーボンニュートラル達成が明記されたことに加え、市町村の地方公共団体実行計画（本

計画）の拡充が求められています。その一つとして、「地域脱炭素化促進事業の促進に関す

る事項」の定めるよう記載されています。

地域脱炭素化促進事業に関する制度は、円滑な合意形成を図り、適正に環境に配慮し、地

域のメリットにもつながる、地域と共生する再エネ事業の導入を促進するものです。まず市

町村が協議会等を活用し、地域脱炭素化促進事業の対象となる区域（促進区域）及び市町村

として事業に求める「地域の環境の保全のための取組」「地域の経済及び社会の持続的発展

に資する取組」等を設定します。その後事業者は、市町村が求める「地域脱炭素化促進事業」

に従った事業計画を立案し、認定基準に適合している場合、市町村は地域脱炭素化促進事業

としての認定を行います。市町村による認定を受けた地域脱炭素化促進事業は、関係許可等

手続のワンストップ化の特例の対象となり、以降の当該手続が不要となるといった特例等

を受けることができます。

図 6 地域脱炭素化促進事業の流れ・自治体の役割

本市の「地域脱炭素化促進事業」に関する促進区域、基準等は、北海道の環境配慮基準等

が策定され次第、下記手順に従って検討を進め、今後本計画に掲載するものとします。

計
画
書
の
策
定

事
業
の
実
施

実施すべき事項 実施主体 実施すべき事項のイメージ

1. 国の環境配慮基準の設定
国は、環境保全上の支障を及ぼすおそれがないものとして定め
る省令によって、全国のいずれの市町村も共通して遵守すべき
基準を定める。

2. 都道府県の環境配慮基準の設定
都道府県は、国の基準を踏まえ、地域の自然的社会的条件
に応じた環境の保全に配慮して都道府県の環境配慮基準を
定める。

3. 促進区域・地域の環境の保全のための取組等の設定
市町村は、自ら定める再エネ導入目標を念頭に、国・都道府
県の基準に基づき、環境配慮の観点に加えて社会的配慮の
観点も考慮しながら促進区域等を設定する。

4. 地域脱炭素化促進事業計画の策定
事業者は、促進区域において整備する施設の種類・規模や
「地域の環境の保全のための取組」や「地域の経済及び社会
の持続的発展に資する取組」の内容等を「地域脱炭素社会
促進事業計画」として作成・申請する。

5. 地域脱炭素化促進事業の認定
事業者から提出された地域脱炭素化促進事業計画について、
市町村が上記３の事項との適合性等を審査し、事業を認定
する。

候補エリア 一律除外
区域

市町村が
考慮すべき区域

国

都道府県

市町村

市町村

事業者

候補エリア 一律除外
区域

市町村が
考慮すべき区域

＜地域脱炭素化促進事業編＞
促進区域

地域の環境保全のための取り組み 等 • 協議会での協議

＜地域脱炭素化促進事業計画＞

• 協議会での協議
• ワンストップ化特例
• アセスは配慮書省略

「地域脱炭素化促進事業の内容と認定の基本的考え方」環境省（2021年10月）を基に作成

今後の検討事項
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図 7地域脱炭素化促進事業の検討の流れ

• 地域脱炭素促進事
業の目標設定

• 地域脱炭素化促進
事業の対象となる区
域（促進区域）の
設定

• 促進区域にて整備
する地域脱炭素施
設の種類、および
規模の設定

• 地域の脱炭素化の
ための取り組みの
策定

• 地域の環境保全の
ための取り組みの
策定

概
要

地方公共団体実行計
画における再エネ目標
等を達成すべく、地域
脱炭素化促進事業を
計画的に推進するため
に設定する目標を定め
る

促進区域設定に係る
環境省令及び都道府
県基準に従い、促進
区域を定める

再エネポテンシャルや、
地域の自然的社会的
条件等に応じて、脱炭
素化のための施設の種
類及び規模を定める

再エネの種別ごとに設
定することが望まれる

地域の自然的社会的
条件に応じて、地域脱
炭素化施設の整備を
通じて得られたエネル
ギーや利益等を活用し、
地域の脱炭素化に貢
献する取組の方針を定
める

地域脱炭素化促進事
業に求める環境の保
全のための措置の方針
を定める

事業の実施に当たって
環境保全上の支障を
及ぼす可能性がある場
合に対応が必要である

• 地域の経済及び
社会の持続的発展
に資する取り組みの
策定

地域全体の将来像を
踏まえ、脱炭素社会の
実現に加え、地域課
題の解決に貢献する
取組の方針を定める

SDGsの達成や第 5 次
環境基本計画に位置
づけられた「地域循環
共生圏」の構築といっ
たこと等を念頭に置い
て検討する

A B C D E F
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第６章 計画の推進体制及び進行管理

（１）計画の推進体制

地球温暖化問題は、社会経済活動、地域社会、市民生活に深く関わり、広範囲に影響が及

ぶことから、市民、事業者、市のすべてが主体となって取り進めることが重要です。そうい

ったことを鑑み、本計画は「（仮称）室蘭市地球温暖化対策推進協議会」、「室蘭市環境審議

会」、「室蘭市環境保全推進会議」が連携することで、上位計画と整合性を取りつつ、産学官

民一体となって取り進めます。

また、国や周辺自治体、市内の事業者への情報発信や意見交換を随時実施することで、本

計画の実効性を高めていきます。

図 1 計画の推進体制

（２）各体制について

① （仮称）室蘭市地球温暖化対策推進協議会

室蘭市地球温暖化対策実行計画策定協議会を基に発展させ、地球温暖化対策推進法にて

定められている地域協議会として設置することを検討し、温室効果ガス排出の削減目標に

関することなど、総合的な観点で地球温暖化対策について検討します。本計画の進捗確認や

必要に応じて見直し検討等を行い、本市の地球温暖化対策を推進します。

② 室蘭市環境審議会

室蘭市環境審議会は、環境の保全及び創造に関する基本的事項を調査審議するため、室蘭

市環境基本条例第 30 条に基づき設置されています。学識経験者や各種団体、公募委員で構
成され、本計画の上位計画である環境基本計画の進捗確認や見直しを実施します。本計画に

おいても、必要に応じて進捗状況等について意見や提言を行います。

（仮称）室蘭市地球温暖化対策推進協議会

地球温暖化対策推進法に定める地域協議会
として設置し、実行計画（区域施策編・事務
事業編）の進捗確認・見直し等を行う。
（実行計画策定協議会をベースに発展）

室蘭市環境審議会

室蘭市環境基本条例に定められ、実行計画の
上位計画である環境基本計画の進捗確認・見
直し等を行う。

室蘭市環境保全推進会議

環境保全に関する施策を総合的かつ計画的に
推進することを目的に市役所庁内に設置され、
副市長及び各部長で構成される。
環境基本計画及び実行計画について、推進状
況の把握・点検・評価を行う。

協力・連携
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③ 室蘭市環境保全推進会議

室蘭市環境保全推進会議は、環境保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進すること

を目的として庁内に設置しています。環境基本計画及び本計画の進捗状況の把握や点検・評

価を行います。

（３）計画の進行管理

本計画を着実に進行するために、定期的に温室効果ガス排出量や対策の進捗状況を確認

し、評価するといった PDCAサイクル用いた進行管理を実施します。温室効果ガス排出量
が大きく変動した場合は、その要因を分析し、計画に反映することとします。

また、市民や市内事業者の意見を随時募集し、必要に応じて計画に反映させることとしま

す。
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資料編

市民ワークショップでの提言内容

■募集方法

下記パンフレットを作成し、市内中学生を対象に参加者を募集しました。結果、12名の
方が参加してくれました。

図 15 市民ワークショップの募集パンフレット

■実施概要

市民ワークショップ下記テーマの基で 3回実施しました。第 3回では、中学生検討チー
ムメンバーの考案した地球温暖化対策を市長に提言する場を設けました。

図 16 市民ワークショップの全体の流れ

概
要

•事前準備 •第1回市民WS
テーマ「2050年市長の
課題」

•第2回市民WS
テーマ「現市長への提
言」

•第3回市民WS
テーマ「検討チーム提言
案を基に地球温暖化
対策としてできること」

•地方公共団体実行計
画（区域施策編）へ
の反映

地球温暖化について解説
されている動画を視聴

室蘭市の地球温暖化の
取り組みに関する資料、
および室蘭市の将来推計
に関する資料（未来カル
テ）の内容確認

地球温暖化が室蘭市に
及ぼす影響について整理

2050年に室蘭市の市長
に就任した際に直面する
であろう課題について考察

第1回にて整理した課題に
ついて、優先順位付けをし、
解決策（政策）を検討

上述解決策を実行するこ
とによる影響を考察

第2回にて検討した解決
策をブラッシュアップして、
市長に提言

市民ワークショップにて取り
上げられた提言案を、地
方公共団体実行計画
（区域施策編）へ反映
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■提言内容

中学生検討チームメンバーの提言内容は下記の通りです。

チーム名 あまなっとう

メンバー 伊藤・近江谷・吉田優・波方

提言① 再生可能エネルギー（風力、水力、太陽光発電）を取り入れる。

【具体的な取組み内容】

ü 風力、太陽光発電を行い、作りすぎた分は水素に変換し蓄電する。

ü 学校や施設等にソーラーパネルを設置する。

ü 「地球温暖化とは何か」、「再生可能エネルギーとは何か」を知ってもら

う説明会の開催やポスターによる普及活動を通じて、再生可能エネルギ

ーを当たり前にする。

ü 再生可能エネルギーに関する理解を深め、場所や環境に合わせて、適切

な再生可能エネルギーを導入する。

提言② 省エネの取り組みを推進して、気温上昇を抑制する。

【具体的な取組み内容】

ü 市民や企業が取り組みやすくするために、目標を設定して、達成した

ら、クーポンの発行や金銭援助（贈呈）をする。

ü 目標は、国や他の市や県を参考にして設定する

ü 電気の使用状況（水道やガスも含め）を確認することや、センサーの導

入を通じて、達成しているかを確認する

ü 企業や学校、研究機関も対象とする

提言③ やりがいのある仕事を作り、人口減少を抑制する。

【具体的な取組み内容】

ü レジャー施設を作ることや、観光スポットを増やすことで観光客の増加

を狙い、室蘭の知名度を高くする。

ü 室蘭は台風や地震の被害が少なく、また積雪も少ないため、そのような

住みやすさをアピールする。

提言④ 農業のやり方を雨に頼らない方法に変更する。

【具体的な取組み内容】

ü 屋内で農業を行う。

ü 農業をする建物を強化し、自然災害に強くする

ü 水の調整を機械化し、効率よく生産する

ü これらの取組みを実施する上での費用は、クラウドファンディングを利

用する。返礼品として室蘭の良さを伝えることもできる。



【区域施策編】
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チーム名 I♡LOVE室蘭

メンバー 高山・寺内・本藤・堀井

提言① 環境に優しいまちづくりを推進する。

【具体的な取組み内容】

ü 大きな施設を作る際、環境負荷がかからないように、環境に配慮して建

設する。完成後も、太陽光発電電力の使用や節電を通じて、環境負荷が

小さくなるよう心掛ける。

ü 室蘭の強みである「室工大」と連携して、ゼロカーボンなどの環境教育

を行い、子どもの環境に対する意識を高める。また、そこで得た知識を

親へ伝えることで市全体での知識水準の向上を図る。

提言② 室蘭市の魅力ある産業において、再生可能エネルギーを積極的に利用し、温室

効果ガスを削減する。

【具体的な取組み内容】

ü ソーラーパネルを屋上に設置する。

ü 洋上風力発電や、ごみ焼却施設での発電など新しいエネルギーの開発を

する。

ü 作ったエネルギーを無駄なく使用するため、蓄電池技術の開発も進め

る。

ü 新しいエネルギーの開発は、室蘭市のアピールにつながり、さらには人

口の増加につながる可能性がある。

提言③ 新しいエネルギー源の代替と通勤時の排出量の削減を図る。

【具体的な取組み内容】

ü CO2の排出しないクリーンなエネルギーを作り、温室効果ガスを削減す

る。

ü 新たに通勤用のバスを新たに設けることや、ロンドンのように、自転車

を普及させることで、温室効果ガスを削減する。

提言④ ビニールハウスを使い、植物が育ちやすい環境作りと、養殖の促進をする

【具体的な取組み内容】

ü 工業から排出される熱を使用してビニールハウスの熱源として使用す

る。

ü ロボットの活用により養殖技術を向上させる。

ü 養殖に使用する船の燃料を化石燃料から電気に変更できるよう、船を開

発する。



【区域施策編】
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チーム名 無印のふぞろいスイーツ

メンバー 飯森・吉田璃・篠崎・春木

提言① 雪を貯蔵して水力に変換し、環境に良いエネルギーを作る。

【具体的な取組み内容】

ü 学校対抗で雪や氷を使ったイベントを計画し、使用した雪や氷はエネル

ギーとして利用する。

ü 空き地や使っていない小学校の土地などを利用して、雪を貯蔵する場所

を確保する。

ü 室蘭市にある土地を有効活用して、雪力発電所を建築する。

提言② 火力発電所で作った電力を使用しない時間帯を設ける。

【具体的な取組み内容】

ü キャンドルを使ったイベントやキャンプのようなイベント等、電気を使

用しないイベントを開催する。

ü 太陽光等の再生可能エネルギーを活用し、余剰分は蓄電池等に溜めるこ

とや、不足している場所に提供することを検討する。

ü 電力の使用量を分かりやすく明示（見える化）する。

提言③ 電力消費量を削減する取組みを市が率先して推進する

【具体的な取組み内容】

ü 地域の企業やお店に節電してもらい、その取組みを市が紹介する。これ

により、節電に向けた取組みを市全体を巻き込んで実施でき、また地域

の企業やお店の PRにつなげることができる。
ü 電力・水道・ガスなどの消費量をグラフ化して、減った消費量分だけポ

イントがもらえる、ということのできるアプリを独自に開発する。消費

量を町内会ごと、あるいは市長 vs副市長で競い合うといった、ゲーム感
覚で楽しめるようなイベントを計画する

ü 再生可能エネルギー発電施設を建設するための費用をクラウドファンデ

ィングで募集する。


